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Ⅰ．現状と課題 

Ⅰ．現状と課題 

1 組織説明 

1.1 概要 
東京大学大学院情報学環・学際情報学府は、従来の研究科とは異なる形態の大学院組織として、200

0年4月に設置された。この大学院組織は、教員が所属する研究組織である情報学環と、学生が所属す

る教育組織である学際情報学府という、対をなす２つの機構により構成されている。従来型の研究科

は研究と教育の統合モデルであり、学術領域の専門深化と恒常性を基本的な特質とするのに対して、

学環・学府は研究と教育の分離モデルを具現化している。これは同時に、東大全学にわたる情報関連

の諸領域をネットワーク的に連携させる横型の組織としても設計されており、情報学分野の総合的な

教育研究を先端的かつダイナミックに推進するのに適した組織形態として考案されたものである。 

その基本的特徴は、第１に組織構成員の流動性と全学的連携、第2に研究組織である情報学環と教育

組織である学際情報学府の分離両立という点にある。第２の流動性については、研究組織である「情

報学環」は、固有の基幹教員と、学内既存の研究科・研究所等から３〜７年程度の期間をもって情報

学環に教員枠及び身分を異動する多数の流動教員によって構成されている。ここでは、多数の分野横

断的なプロジェクト研究を柱に据え、文系理系の区別を越えた情報分野の学融合に基づいた研究を推

進している。第２の研究と教育の分離については、教育組織である「学際情報学府」における大学院

学生に対する研究指導は、主に情報学環の基幹教員と流動教員が行うが、他研究科・研究所等に所属

する兼担教員も高い自由度をもって参画できる設計となっている。また、授業科目の担当は、これら

の教員以外にも他研究科・研究所等に所属する教員や学外の研究者等にも非常勤講師を委嘱している

。また、副指導教員制の積極的な運用を図ることによって、情報関連の広範な学問分野を覆う幅広い

学際的教育を目指している。 

研究組織である大学院情報学環は、学際情報学圏と社会情報学圏という２つの学圏から構成されて

いる。それぞれの学圏は、次のようにいずれも５つの学域からなっている。 

 

大学院 情報学環 

■学際情報学圏       ■社会情報学圏  

（１）情報生命・思想学域   （１）ジャーナリズム・メディア学域 

（２）情報システム・言語学域    （２）情報行動・機能学域 

（３）情報表現・造形学域   （３）情報法・政策学域 

（４）情報環境・認知学域   （４）情報経済・産業学域  

（５）情報社会・制度学域   （５）情報文化・歴史学域 

 

また、４つの部局内センター（社会情報研究資料センター、総合防災情報研究センター（CIDIR）、

ユビキタス情報社会基盤センター、現代韓国研究センター）と１つの総合研究機構（メディア・コン
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テンツ総合研究機構）を備え、全学連携組織として2019年度にエドテック連携機構が設立された。 

 

 

 

教育組織である大学院学際情報学府では、一方では情報現象についての文理を越境する幅広い視野

を、他方では社会情報学からコンピュータ科学までの高度な専門的能力を、同時に身につけた分野越

境的人材を持続的に社会に提供していくために、それぞれの自律性と相互の連携をあわせもったカリ

キュラムを編成し、それを運営する以下のような6つのコースを設置している。このコース制は、教育

効果を上げるために学生をコースに振り分けるものであって、教員がコースに所属するものではなく

、教員は学環に所属している。 

また、学際情報学府は学際情報学専攻の1専攻という形式をとってはいるが、この「専攻」は従来の

研究科における専攻とは異なるものであり、そこに教員が所属しているわけではない。 

なお、2018年度から、新たに生物統計情報学コースが学府の6つめのコースとして設置された。これ

は国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の資金助成を得ておこなうもので、日本では人

材不足がはなはだしい生物統計の実務的専門家を年10名程度育成することを目的とする、修士課程の

みの高度専門家養成課程である。2016年度に設置決定を受けて行った人材確保、カリキュラム策定、

入試実施体制の検討をもとに、2017年度は学府全コースの修士課程定員の見直しを行い、実績に基づ

いたコース毎の定員を設定した。 

 

 



 

3 

Ⅰ．現状と課題 

社会情報学コース  

このコースでは、メディア、コミュニケーション、社会情報に関わる社会現象・文化現象を分析

するための学識を養い、専攻分野における研究および応用の能力を培うことを目的とし、社会情報

学の発展に貢献できる研究者を養成するとともに、社会人を受け入れて研究手法を身につけさせ、

知識の高度化をはかる教育を行っている。 

  

 

文化・人間情報学コース  

このコースでは、情報学の視座から文化・人間科学の諸領野を体系的に再編し、生命現象や進化

、身体知覚から現代文化、メディア、映像、テクスト、アーカイブ、リテラシー、学習環境までの2

1世紀的な諸課題に理論的かつ実践的に取り組んでいくことのできる深い学識と精緻な方法的能力を

そなえた研究者や実践者を養成する教育を行っている。 

 

先端表現情報学コース 

このコースでは、21 

世紀の社会・産業・個人の情報環境の基盤となる先端的な理工系情報学の知を深め、かつ様々な形

での表現を指向するとともに、他分野と協調して学際的に情報学のフロンティアを切り拓いていく

ための幅広い学識を身につけ、創造的なデザイン能力を有する研究者及び表現者を養成している。 

 

総合分析情報学コース 

このコースでは、コンピュータ・サイエンス、コンピュータ・ネットワークをベースとして、Io

T、ユビキタス・コンピューティング、組込みコンピュータ、ユーザーエクスピリエンス、次世代

インターネット、これらの技術によって取得された実世界や仮想世界の様々な情報をデジタルデー

タとして流通させて状況認識を行い、トレーサビリテイ、医薬品情報学、空間情報認識、防災、災

害対応、社会資本管理などの実世界の様々な分野で有効に活用するための高度な情報技術及び応用

を教育する。 

 

アジア情報社会コース 

このコースでは、情報通信技術の影響をますます受けつつある現代アジアの諸社会や国際関係に

対する分析力や洞察力を養成する為の大学院教育を行っている。講義や指導はすべて英語で行われ

、学年は10月から始まる。 

 

生物統計情報学コース 

このコースでは、臨床研究を実施するための幅広い実務能力（研究デザイン立案、計画書作成、

統計解析、プログラミング、報告書作成等）を備え、医療関係者と共同して質の高い研究を推進で

きる、高いコミュニケーション能力と倫理観を有する生物統計家を育成するための専門教育を実施

している。 
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これらの6つのコースそれぞれで、一般の入試と並び、実践的な経験や目的を重視し、社会人を主要

な対象とした特別選抜を実施している。 

 

情報学環教育部  

また、主に学部生を対象とした特別教育プログラムとして、情報学環教育部がある。教育部では、

東京大学以外の大学も含む大学2年次以上の学部生及び大学卒業者の中から、将来、新聞、放送、出版

などジャーナリズムの諸分野で活動することを志す者、あるいはメディア・情報・コミュニケーショ

ンについての学際的な研究に関心を持っている者を毎年30名程度研究生として受け入れ、一定のカリ

キュラムのもとに、修業年限2年で基礎的な専門教育を実施し、修了に必要な単位を修得した者には修

了証書を授与している。 

 

 

1.2 理念と沿革 

＊情報学環・学際情報学府設立の経緯 

2000 年の情報学環・学際情報学府設立の背景には、次のような認識があった。すなわち、近年にみら

れる情報技術の急速な発展と利用の拡大によって、「情報」が現代社会において果たす意味は、決定的

に重要なものとなってきた；技術的体系だけでなく、人間の行動や意識、社会のさまざまなシステム、

文化や芸術、産業や政治・国際関係など、人間社会のあらゆる側面が、「情報」の様式変化のインパク

トによって、根本的な変革を促されつつある；21 世紀には、この情報様式のあり方が、地球上の生命や

人間、社会の動向を大きく規定する基盤となることは確実だ──という認識である。こうした状況を背景

に、「情報」に関する、より総合的でより高度な教育研究の社会的意義が高まり、それに応えうるよう

な教育研究体制の整備が、喫緊に求められていた。 

情報にかかわる教育研究は、多様な学問領域で行われており、しかも、各個別領域に固有な対象や方

法とも結びつきながら発展してきている。こうした実態を有効に生かしながら、相互間の有機的連携を

促し、学際的な教育研究をすすめることが、情報学の総合的な発展のためには不可欠だと考えられてい

た。また、情報学は、急速に発展し、変容しつつある学問分野であることから、一方では研究面で、先

端的な学融合に就中に取り組みうる緊密な共同体制を設ける必要があると同時に、他方では教育面で、

カリキュラム編成や研究指導体制の幅広さと研究内容の進展や時代の要請の変化に即応できる組織的

柔軟性を確保する必要があった。こうした特性をもっている情報学の教育研究上の目的を効率的かつ実

効的に達成するために、2000 年（平成 12 年）4 月、学校教育法第 66 条に定める「研究科以外の教育研

究上の基本となる組織」として、東京大学大学院に、「情報学環」及び「学際情報学府」が設置された

のである。 

「情報学環」と「学際情報学府」が両者一体となって構成されるこの大学院組織は、専門深化と恒常

性を基本的な特質とする従来の研究科とは違って、全学にわたる情報関連の諸領域をネットワーク的に

連携させる横型の組織として設置され、情報学分野の総合的な教育研究を先端的かつダイナミックに推

進するにふさわしい形態をとった。 
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前述の通り、その基本的特徴は、組織構成員の流動性と全学的連携、及び研究組織である情報学環と

教育組織である学際情報学府の両立という点にあり、その組織構造は次のように作られた。研究組織で

ある「情報学環」は、基幹教員と流動教員によって構成された。基幹教員とは情報学環が固有にもつ教

育枠で採用される教員である。流動教員とは、他研究科・研究所等から情報学環に移されたポスト（第

一種流動）または情報学環が固有にもつ流動教員ポスト（第二種流動）に対して、他研究科・研究所等

から 3〜7 年の期間をもって情報学環に異動した教員である。そこでは、多数の分野横断的なプロジェ

クト研究を柱に据え、文系理系の区別を越えた情報分野の学融合が目指された。 

教育組織である「学際情報学府」における大学院学生に対する研究指導は、情報学環の基幹教員及び

教育にも従事する流動教員、兼担教員が行なう。学際情報学府における授業科目の担当は、これらの教

員が行うほか、他研究科・研究所等に所属する兼担当教員や学外の研究者等を非常勤講師として委嘱す

る。 

 

＊社会情報研究所の合流、新組織設立に至る経緯 

このようにして設立された情報学環・学際情報学府は、2004 年 4 月 1 日、東京大学社会情報研究所

と組織統合し、新たな一歩を踏み出した。社会情報研究所は国立大学附置研究所であり、その歴史をた

どれば約 75 年間にわたる伝統をもつ研究機関であった。 

1929 年 10 月 1 日、東京帝国大学文学部に新聞に関する学術研究施設として新聞研究室が設置され

た。新聞研究室は、帝国大学の法学部、文学部、経済学部からそれぞれ 1 名の指導教授が横断的に参加

し、1 名の指導補助、および 3 名の研究員が置かれるという、規模は小さいが、今日の情報学環のさき

がけをなすような仕方で東京帝国大学を横断的につなぐ学際的な研究組織であった。またその運営は、

渋沢栄一や阪谷芳郎、本山彦一、徳富蘇峰、杉村廣太郎といった、当時の財界、新聞界の名士たちが協

力して募られた寄附金によってまかなわれ、今日の産学連携のさきがけをなる形態をとっていた。設立

時の新聞研究室の指導教授としては、法学部から南原繁教授が、文学部から戸田貞三教授が、経済学部

から河合栄治郎教授がというように、戦前期日本の法学、社会学、経済学を代表する教授 3 名が参画し、

指導補助として実質的な研究組織の中核を担った小野秀雄（初代新聞研究所長）を支えていた。 

このような前史を経て、戦後の 1949 年に新聞研究所が正式に東京大学附置研究所として発足した。

その根拠をなす国立学校設置法（49 年 5 月 31 日公布）には、「新聞及び時事についての出版、放送又

は映画に関する研究、並びにこれらの事業に従事し、又は従事しようとする者の指導及び養成」と規定

されていた。すなわち、新聞研究所は設立の当初から、狭義の新聞に限らず、雑誌、放送、映画などを

含むマス・メディア全般を研究対象とする学際的な研究組織として出発していたわけである。また、「新

聞」という言葉そのものも、今日のように狭義の新聞紙だけを指していたわけではなく、ニュースや報

道媒体全般をも含みこんだ概念であるという了解がその当時にはあった。 

やがて、新聞研究所は 20 世紀後半の放送をはじめとするマス･コミュニケーションの発展を受けて組

織の拡充と研究部門の再編を重ねていった。1957 年度からは、基礎部門：マス･コミュニケーション理

論、歴史部門：マス･コミュニケーション史、特殊部門 1：コミュニケーション過程、特殊部門 2：マス･

コミュニケーション･メディア、特殊部門 3：世論及び宣伝という 5 研究部門の構成となり、63 年度か



 

6 

Ⅰ．現状と課題 

らはこれに放送部門が、さらに 74 年度からは情報社会部門が、80 年度からは社会情報システム部門が

加わった。このような部門構成から明らかなように、東京大学新聞研究所は、マス・コミュニケーショ

ン研究を基本に据えながら、トータルな社会的コミュニケーション研究をも視野に収めつつ、日本の国

立大学では唯一の現代社会の最も中枢的な研究課題たる情報の社会的側面に関する学際的、総合的な研

究として発展し、高い評価を得た。 

そして、このような実績を基盤にして、1992 年 4 月 1 日、「社会情報の総合的研究」を目指して新

聞研究所から社会情報研究所への改組が行われた。改組後の社会情報研究所は、情報メディア、情報行

動、情報・社会という 3 大部門を置き、旧新聞資料センターを改称した情報メディア研究資料センター

を附置するという体制をとって、1992 年から 95 年まで続いた文部省科学研究費重点領域研究「情報化

社会と人間」をはじめ、情報化社会に対する学際的な取り組みを本格的かつ先端的に進めた。1996 年に

は外部評価を実施し、高い評価を得た。そのときの産業界パネルの委員は小池唯夫（毎日新聞社長）、

川口幹夫（NHK 会長）、関本忠夫（日本電気会長）、大塚信一（岩波書店社長）、福川伸次（電通総研

所長）の方々であった。 

高度情報社会の深まりのなかで、東京大学における情報をめぐる教育研究体制の再編が議論になるた

びに社会情報研究所は、文系の研究所として、その流れに身を置いてきた。そして、情報学環・学際情

報学府の設立構想の際には積極的に関わり、人的リソースの提供において文系部局としては最大の貢献

を果たした。社会情報研究所は情報学環・学際情報学府の設立後も密接な関係をもち、学環・学府を支

援してきた。そして、国立大学法人化を前にした、国立大学附置研究所の見直し方針のなかで、社会情

報研究所は情報学環・学際情報学府との合併を選択し、大学附置研究所から大学院組織へと全面的に移

行したのである。それは、文系のなかでの学際的研究から、文理相互浸透のなかでの学際的教育研究へ

のシフトであり、情報現象を研究対象として組織としてはある意味で必然的な流れであり、新たなスプ

リングボードであったといえよう。 

 

＊新たな学際に向かって 

情報学環は設立から 20 年目に入った。組織としては設立時の理念と状況を再確認しつつ、原点を振

り返って、次のステップに踏み出す時期に来ていると言えよう。 

 この間、情報技術そのものも、その社会への浸透も大きな変化を遂げている。学環が設立された 2000

年といえば、スマートフォンはまだ草創期であり、i モードが前年に開始されたばかりの頃である。国

立情報学研究所が運営する学術情報データベースの CiNii の運用開始は 2004 年を待たねばならない。

隔世の感がある。 

 当然、情報学環に必要とされる学際的研究のあり方もおのずから変化している。設立当初には「情報

をキーワードとする学際的研究・教育」という性格付けで必要活十分であった目標も、2015 年現在、学

術的にはより焦点をしぼったものが、社会的にはより実装性を考慮したものが求められている。 

 東京大学をはじめとする、日本の国立大学をめぐる環境も大きく変わった。文部科学省に設置された

施設等機関であった国立大学が法人化したのが 2004 年。大学ごとの活動目標と計画を明確に定め、法

人ごとにより自律した運営が求められるようになった。同時に、高等教育のグローバル化、国際化を求
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める社会的要請も高まり、QS 世界大学ランキングや Times Higher Education 世界大学ランキングな

どの世界統一基準で大学の能力が測定される傾向も強まっている。 

 東京大学の動向を見ると、部局間連携研究機構を積極的に推進し、国際的教育プログラムも展開する

など、学際性や国際性・多様性・流動性を強調し、これらを制度化した組織や活動が多数進行するよう

になっている。これらの特徴は、情報学環・学際情報学府が設立時から基本理念として謳っていたもの

でもあり、その組織設計の特徴でもある。すなわち、学環・学府は、東京大学の学際性や国際性・多様

性を先導する役割を果たしてきたといえるであろう。 

 しかし一方で、これは学環・学府の独自性や卓越性が埋没してしまう可能性を示唆してもいる。次の

新たなる活動理念を具体化することは、学環・学府の喫緊の課題といえる。学外の社会状況だけでなく、

東京大学の学内状況においても、学環・学府が次の段階へと脱皮成長することが必要となっているので

ある。これらの学術的・社会的潮流、ならびに学内状況に対応すべく、情報学環・学際情報学府は、新

しい学際的研究教育のあり方を模索し、挑戦を続けている。 

 

 

1.3 2021年度の学環・学府 
1.3.1  将来計画の実装 

 2021 年度は、2020 年 10 月の情報学環教授会において承認された将来計画をもとに、以下の３点の

実装作業を行った。 

 

１）新たな研究プロジェクトの創成 

目黒副学環長を中心に、Research Management Office の試行を行い、新規研究プロジェクトのたちあ

げにつながる基礎的なデータ分析の体制を構築した。 

流動教員が中心となった連携研究の活性化のために、流動スタートアップファンドの試行が行われ

た。 

２）DX 推進による業務の合理化 

苗村副学環長を中心に Slack の導入など DX 推進による業務の合理化が進められた。また、この一環

として委員会の見直しがおこなわれた。 

３）部局倫理綱領の策定 

山口倫理改革特別 WG 主査を中心に、部局倫理綱領を策定し、新任教員や学生に対する説明を行っ

た。 

 

 

  

 教育面では、学際情報学府をインクルーシブでサステナブルな社会を担う人材を育成する「場」と

して再定義した。研究と高度専門教育を密に連携した Research-Based Education を実施することと

し、新しい学際的教育の枠組みとして、「部局横断型ユニット」を設定する予定とした。 
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 社会連携面では、全学の社会連携に積極的に貢献したいと考え、全学が推進する未来社会協創推進

本部（FSI）の戦略立案を実装する産官学連携体制の確立と、FSI に関係する研究を推進することとし

た。 

 経営面では、新しい仕組みを導入しつつ学内外の卓越人材との連携加速、流動教員制度の更なる柔

軟化、そして情報学環がこれまで起こしてきた不祥事等の問題に対して、二度とそうしたことを起こ

さないように、部局倫理綱領の策定など、関連施策を実施した。 

 2022 年度以降、全学のご支援ご協力を頂きながら、東京大学における情報学連携の横糸縦糸になれ

るように、引き続き将来計画を実現し、世代の学環・学府を作っていくことをめざしていきたい。 

 

1.3.2  コロナ禍の取り組み 

 2021 年度は 2020 年度に比べるとワクチン接種が進むなど、コロナ感染に対する対応が社会的に進

み、オンライン授業を中心に安定した教育活動を展開することができた。ただし、オンライン授業の

みでは学生同士の人間関係やモチベーションの維持に課題があることも浮き彫りになっており、今後

対面授業の復活やハイブリッド授業の普及などに注力していく必要がでてきている。 

 

 

1.4 教職員組織 
1.4.1  教職員数 

常勤教職員（採用枠）は、教授等の常勤教員54人、常勤職員17人（図1-4-1-

1）、このほか、外部資金に基づく特任教員や研究補助等の非常勤職員から構成される。なお、基幹教

員と流動教員の内訳は、図1-4-1-2のとおりである。 

 

 

図 1-4-1-1 教職員（全 71 人）の内訳（令和 4(2022)年 4 月 1 日現在） 
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図1-4-1-2 教員（全54人）の内訳（令和4(2022)年4月1日現在） 

 

 

1.4.2 昇任・採用（教授人事） 
対象者なし。 

 

 

1.5 財務 
令和4年度予算および決算に基づき、情報学環の財務構造を説明する。対象は、部局の研究教育に直

接関係する運営費交付金と外部資金（科学研究費補助金等）とし、常勤教職員の人件費及び部局の管

理が直接及ばない授業料及び入学検定料については特に言及しない。 

具体的な数字を見る前に、情報学環の特徴である流動教員に関する資金の取り扱いについて説明し

ておく。 

運営費交付金の配賦にあたっては、流動教員分も情報学環の予算として計上されるが、執行は原則

として流動元の部局で行うこととなっている（支出委任）。 

流動教員に係る外部資金についても、受け入れは情報学環で行っているが、執行は同じく流動元部

局で行っている。また、間接経費については受入額全額を流動元部局に振り替えている。 

すなわち、運営費交付金の配賦額、あるいは外部資金の受入額のうち、ある程度の割合については

流動元部局において執行されている。この仕組みを前提とした上で、以下では具体的な数字を見てい

くこととする。 

 

運営費交付金の主な執行内訳を見ると表1-5-

1のとおりとなる。特に、流動教員分の研究費56,400千円については前述した通り流動元の部局で執行

した金額であり、当初配分額（251,632千円）に占める割合は約22％となった。 
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令和4年度は教育研究経費および一般管理費において前年度実績をふまえた予算配分としつつ、状況

に応じて執行内容を見直すなど臨機応変に対応することで予算の有効活用に努めた。 

 

         表 1-5-1 令和 4 年度主な執行実績（運営費交付金）   （単位：千円） 

経費区分 執行額 備考 

光熱水料 29,121   

通信運搬費 1,443   

施設等維持管理費 32,100 *建物保守料、その他修繕を含む 

業務委託料 18,080  

非常勤職員人件費（事務） 37,700   

非常勤職員人件費（教育研究） 29,206   

事務／教育研究 一般用経費 2,954   

図書館全学共通経費 11,700   

教員研究費 19,568   

各種委員会等経費 41,370 *内訳は別表（表1-5-2）に掲載 

部局長裁量経費 16,653  

流動教員分 56,400  

 

        表 1-5-2 令和 4 年度各種委員会等経費執行実績内訳   （単位：千円） 

委員会名 執行額 備考 

 施設委員会 1,620  

 ＩＣＴ委員会 1,600   

 ＰＲ・ＩＲ委員会 8,324   

 図書・出版委員会 4,742   

 社会情報研究資料センター運営委員会 7,049   
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 教務委員会 6,022   

 入試実施委員会 2,092   

 教育部委員会 1,255   

 総合防災情報研究センター 2,400   

 福武ホール運営委員会 3,920   

 ダイワユビキタス学術研究館運営委員会 1,356  

 研究推進委員会 990  

合計 41,370   

 

表 1-5-3 令和 4 年度外部資金の受入額   （単位：千円） 

区分 総額 
うち流動元執行

分 
学環収入分 

寄附金 59,925 1,050 58,875 

寄附講座 20,000 0 20,000 

科学研究費補助金 128,121 37,307 90,814 

学術研究助成基金助成金 32,136 2,548 29,588 

厚生労働科学研究費補助金 1,000 1,000 0 

その他補助金 24,577 0 24,577 

受託研究費 149,614 1,060 148,554 

共同研究費 119,259 15,986 103,273 

合計 534,632 58,951 475,681 

 

今後も長期的な見通しのもとで事業計画を作成していく必要があると同時に、部局間の連携による

事業展開の必要性がますます高まることが想定される。 

一方で、大きな支出割合を占める光熱水料に外部資金の間接経費を充てざるを得ないのが現状であ

り、外部資金の獲得が今後も引き続き重要となる。 
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情報学環では令和4年度においても収支の均衡を達成した。これは、既存事業や業務の抜本的な見直し

などを通じて実現できたものであり、今後も予算のあり方についての不断の検討と取組を進めること

が必要である。 
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1.6 運営 

図 1-5-1 運営組織図（令和 2 (2020)年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

情報学環

情報学環教授会

学環・学府運営懇談会

学環顧問会議

将来計画委員会

施設整備委員会

福武ホール運営委員会

ダイワユビキタス学術研究館運営委員会

入試・カリキュラム検討委員会

コンプライアンス委員会

情報セキュリティ・ネットワーク・
倫理合同委員会

業績評価委員会

ヒトを対象とした実験研究および
調査研究に関する倫理審査委員会

企画広報委員会

図書出版委員会

国際活動委員会

産学連携委員会

知的財産室

利益相反アドバイザー

ハラスメント予防担当者

研究倫理担当者

バリアフリー検討委員会

総務委員会

予算委員会

本館スタジオ運営委員会

駒場学府関連施設運営委員会

IR委員会

環境安全管理室

男女共同参画WG

エドテック連携研究機構

総合防災情報研究センター運営委員会

社会情報研究資料センター運営委員会

ユビキタス情報社会基盤研究センター運営委員会

現代韓国研究センター運営委員会

教育部委員会

学際情報学圏会議

社会情報学圏会議

学際情報学圏

社会情報学圏

社会情報研究資料センター

総合防災情報研究センター

ユビキタス情報社会基盤研究センター

現代韓国研究センター

情報学環メディア・コンテンツ研究機構

教育部

学際情報学府委員会

学際情報学府

社会情報学コース会議

文化人間情報学コース会議

先端表現情報学コース会議

総合分析情報学コース会議

アジア情報社会コース会議

生物統計情報学コース運営委員会

アジア情報社会コース運営協議会

生物統計情報学コース会議

先端表現情報学コース

アジア情報社会コース

総合分析情報学コース

文化・人間情報社会コース

社会情報学コース

生物統計情報学コース

教務委員会

駒場カリキュラム連携運営委員会

学生・留学生委員会

就職担当
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1.7 事務組織 
            図 1-7-1事務部組織図（令和 4(2022)年 4月 1日現在） 
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学務チーム係長 
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2 教育活動 

2.1 概況 
学際情報学府の教育は、情報学についての文理相互浸透の学際的カリキュラムとネットワーク型の

教員編成による教育指導体制に最大の特色がある。学際情報学という分野が、すでに体系化された学

問の修得と継承というよりも、従来の学問体系の組み換えと新しい学問の創生を目標に据え、そのよ

うな教育を実施しようと考えているからである。 

学際性の学問論とネットワーク型の組織を引き継ぎつつ、2004 年 4 月の組織統合にあたって、3 コ

ース制が導入された。これは、（1）修士課程学生定員 70 名という規模に適合するため、（2）ディシ

プリンの基礎をもった学際性への教育効果のためといった、2 つの理由から導入された構成であった。

その後、2006 年 4 月に総合分析情報学コース、2008 年 4 月（学生受入れは同年 10 月）にアジア情報

社会コースが設立されるに至り、また、さらに 2018 年度には、生物統計情報学コースが新設された。 

現在では 6 コース（修士課程学生定員 100 名）となっている。 

このコース制は設立当初からの学際性の目標と矛盾するものではない。むしろ高水準の学際性を備

えた人材を育成するために必要な措置であった。入り口で基礎学力のある優秀な学生を採用するため

にコースごとの入試を行い、出口で学業に関する達成度を確認するためにコースごとの修了試験を行

う。しかし、入試における面接でも、修了試験の口述試験でも、学際的な教員構成での審査体勢がと

られており、また入学後の学生は基本的な選択必修科目のほかは、全コースに開かれている多数の自

由選択科目群から自分の研究計画と関心に合った科目を選んで、自分の学習メニューを組むことが可

能となっている。 

コースはあくまで学際情報学府の学生が帰属するより小さな枠組みであり、研究科の専攻のように

そこに教員が帰属しているわけではない。教員はあくまで研究組織である大学院情報学環に帰属して

いるのであって、コースとの関わりは、どのコースの学生を主として指導するかによる。 

 コース制は、学生が自らの学問的なアイデンティティを基軸にしつつ、学際性へと越境していくた

めに設計されているのである。 

 

2.1.1 社会情報学コース 

社会情報学コースは、学生がより深く社会情報学を学習し、質の高い論文を執筆できる環境を整備

することを目的とする。具体的には、教務委員会、入試実施委員会、他のコースと協力をしながら、

主に以下の（1）～（13）の業務を担当した。（1）ガイダンス、研究構想発表会（4月）／（2）社会

情報学コース新入生歓迎会（5月）／（3）外国人研究生審査（秋季、春季）／／（4）修士中間発表会

（7月）／（5）修士入学試験（夏季、8月）／（6）博士コロキウム（11月）／（7）次年度の開講科目

、非常勤講師、RA・TA、共通入門科目（学際情報学概論）の計画・決定（2月）／（8）修士論文審査

（2月）／（9）修士入学試験（冬季、2月）／（10）博士入学試験（2月）／（11）優秀学生論文の決

定（3月）／（12）博士論文に関する審査委員会、審査結果の審議（随時）／（13）学生の休学、退学

、復学の審議（随時）。 
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2.1.2 文化・人間情報学コース 

 文化・人間情報学コースは、文理の融合・越境を進めながら、新しい学際的な情報学の創造に取り

組んでいる。このコースを担当している教員には、科学技術社会論、科学技術コミュニケーション、

生命倫理学、認知科学、メディア・アート、カルチュラル・スタディーズ、ジェンダー、歴史社会情

報論、日本史、デジタルアーカイブ、情報デザイン、メディア論、メディア・リテラシー、学習環境

デザイン、ワークショップ・デザイン、ゲーム学習方法論、学習支援技術、言語分析、世論研究、計

量社会学、教育哲学・思想史などの専門家が揃い、新しい融合的な知の地平を拓きながら授業や学生

の指導、教育上のプロジェクトに取り組んでいる。このコースの教育は、1）人間・環境、2）歴史・

文化、3）メディア・コミュニケーションという 3 つの大きな柱を軸にしつつ、幅広い 21 世紀的諸課

題に理論的かつ実践的に取り組んでいる。教員の専門分野、また学生の研究テーマも多岐に渡るた

め、基礎的な研究方法や学術リテラシーを涵養するために、コースの選択必修科目である文化・人間

情報学基礎（2 単位）と文化・人間情報学研究法（2 単位）にはさまざまな工夫を凝らしている。 

 

2.1.3 先端表現情報学コース 

先端表現情報学コースは、関連部局からの流動教員・兼担教員の参画が特に活発である点に特徴があ

る。コース担当の約 9 割が全学から集まってきた教員であり、東京大学の環をなす組織であろうとする

設立当初の理念を体現している。関連部局としては、生産技術研究所・情報理工学系研究科・総合文化

研究科・工学系研究科・情報基盤センター・先端科学技術研究センター・地震研究所などが挙げられる。

これによって、多様な背景と目的を持つ学生の教育が可能になっている。 

ここ数年は特に「先端表現（先端テクノロジーに対する深い見識とアートを基軸とした表現力の両立）」

というコース名に込められたハイブリッドな創造的人材の育成を目指し、大学院入試の改革を進めてき

た。2020 年度に実施した入試からは、夏季・冬季の２回の入学試験を実施し、さらにポートフォリオ審

査を行う特別選考枠を新たに設け、文理に加えてアートやデザインの表現分野にまたがる幅広い人材の

受験を可能とした。 

教育においては、学生間の交流と社会との連携を重視している。例えば、すべての修士 2 年生の中間

報告を、修士学生全員で聴講してフィードバックをする場（先端表現情報学研究法）を必修科目に位置

づけている。また、大半の学生が、学際情報学府制作展示の授業を履修し、年２回の対外的な制作展を

開催することによって、最先端の研究者であることと、社会に向けた表現者であることを両立させるた

めの基本的なスキルを学んでいる。 

コース運営に関しては関連部局との連携は依然として良好であるものの、流動、兼担教員の負担の増

大が顕在化してきており、さらなる運営手法の洗練、効率化が今後の課題となっている。 

 

2.1.4 総合分析情報学コース 

総合分析情報学コースは、情報社会における石油とも言われる「データ」を利活用し、産業分野に

とどまらず、ひろく持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development Goals）を達成すること

を目的とし、教育研究活動を展開している。実世界から IoT（Internet of Things）技術によって得ら



 

17 

Ⅰ．現状と課題 

れたビッグデータを、機械学習（Machine Learning）や深層学習（Deep Learning）などの AI（人工

知能）技術をはじめ、シミュレーションやデータサイエンスの手法なども駆使して、「総合」的に

「分析」し、それをデジタル社会変革（DX: Digital Transformation）や社会課題の解決、人間の能力

の増大（Human Augmentation）などにつなげることを目指している。その成果は防災・災害軽減、

生命科学、教育工学、Fintech（金融工学）、スポーツ工学、医薬品情報学、空間情報学、社会資本管

理、ドローン、自動運転など、現代社会の様々な課題の解決に利活用されている。 

分析情報学が有効に適用できる分野は多岐にわたり、医学、薬学、農学、水産学、環境学、資源

学、社会学、教育学、地理学といった学問分野をはじめ、災害支援や遭難救助、社会安全保障、国土

や社会基盤の管理保全といった国レベルの施策、更には情報セキュリティーポリシーの策定やインタ

ーネット等のサイバー空間の管理といった分野へも及ぶ。こうした現実社会に深く関わる技術課題と

ともにそれを支える社会制度までにも興味を持ち、膨大な情報を活用して確固たる決断を下すことが

可能な人材並びに、分析情報学及びデータサイエンス、計算機科学の研究者や情報社会をリードでき

る人材の育成を目標としている。 

 総合分析情報学コースでは、所属学生の学習の利便性を向上させるために、夏季・冬季の２回の入

学試験、４月・１０月の２回の入学機会（現在１０月入学は博士のみ）、優秀な学生の早期修了制度

など、就学方法を柔軟化している。 

 

2.1.5 アジア情報社会コース 

アジア情報社会コースInternational Master's/Doctoral Degree Program: Information, Technology, and 

Society in Asia (ITASIA) 

は、大学院情報学環と東洋文化研究所の協力に基づき、2008年4月に発足した、大学院学際情報学府5

番目のコースである。留学生、日本人を問わず、アジアや世界の舞台で専門的職業人として活躍する

ことを志す学生を対象に、情報通信技術の発達に大きな影響を受けている現代アジアの社会と国際関

係に対する分析力と洞察力を養う大学院教育を目指し、2008年度から運用を開始してから150名以上の

修士課程と15名の博士課程の学生を卒業してきた。 

本コースの最大の特徴は、すべての教育を英語で行い、学生に日本語能力を求めない点にある。入

学時期は秋季に一本化し、入学者の選抜も他コースのような筆記試験ではなく、TOEFLまたはIELTSの

英語スコア、GREのスコア、推薦書、研究計画書やサンプルワーク、これまでの業績などを含む書類

選考に基づいて行い、さらに学内外の支援により上位合格者に与える奨学金枠を用意することで、こ

れまで英語圏に進学していたアジア等の優秀な学生に対して、日本の東大で学ぶことを現実的な選択

肢として提示した。 

修士課程は、グローバル化するアジアにおける変容する政治的、経済的、社会的現実を把握できる

よう、アジアの歴史と国際関係、メディア研究、社会調査方法論、情報技術という文理にまたがる4分

野の必修基礎科目を軸に関連科目を提供するとともに、修士論文完成に向けた段階的行事と個別指導

を通じて学生を訓練し、それぞれの専門分野で適切な判断や提言を行える修了生を送り出すことを目

指している。 
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博士課程は、アジア研究および情報学の研究における高水準の研究者・専門家の養成を目的として

おり、文理にわたる広範な知識とともに、政治学、経済学、メディア研究その他の社会科学における

先端的な研究に必要な調査研究法と理論的分析能力を修得する機会を提供している。 

2022年度は、修士課程12名（第12期生）が9月24日（金）に、3名（第12期生）が2022年3月24日（木

）に学位記を授与された。博士課程への内部進学者は1名であった。 

2022年9月29日（水）には修士課程14名、博士課程4名が入学した。入学と同日にコースガイダンス

を実施した。これらの新入生を迎えた時点で、修士課程には33名、博士課程には22名の学生が、それ

ぞれ在籍しており、総数55名の国籍別構成は、図1-5-2-5-

1の通りである（台湾は別個にカウント）。出身国・地域は15ときわめて多様である。 

2022年9月30日（金）には修士2年生がMaster's Preliminary Presentation 

(MPP)において修士論文の構想を発表し、さらに2023年1月25日（水）のMaster's Qualifying Presentation 

(MQP)でより具体的な計画を発表した。博士課程学生が博士論文研究について発表するDoctoral 

Qualifying Presentation 

(DQP)は、2022年度も学際情報学府の他の4コースの博士課程コロキウムに合わせて、11月8日（火）か

ら11月10日（木）に実施された。 

 

 

図 2-1-5-1 在籍学生の国籍別構成：2022 年 9 月 29 日現在（修士課程・博士後期課程） 

 

なお、本年度、本コースからの博士号取得者はなかった。 

 

 2023 年 3 月 28 日には、アジア情報社会コース運営委員会を開催した。東洋文化研究所中島隆博所

長候補（現所長）、山内祐平学環長ら出席の下、ジェイソン・G・カーリンコース長がコースの運営状

況を報告し、今後の運営について意見交換を行った。 
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2.1.6 生物統計情報学コース 

 生物統計情報学コースは、近年、非常に注目を集めている、医療・健康科学分野を対象とした応用

統計学である生物統計学を専門とする、生物統計家の育成をミッションに 2018 年に新設された。本コ

ースでは、座学及び実際の臨床研究業務を経験する実地研修を効率的に融合した教育プログラムを学

際情報学府・医学部附属病院・国立がん研究センターと連携して提供している。これにより、生物統

計学の知識だけではなく、臨床研究を実施するための幅広い実務能力（研究デザイン立案、計画書作

成、統計解析、プログラミング、報告書作成等）を習得するための専門教育を実施している。また、

学部教育を受けた学生に対し、臨床医学・疫学・臨床試験学等の医学系基礎知識を習得するために、

医学系研究科公共健康医学専攻とも連携している。これらの教育体制の下、本コースの座学・実習・

研究をとおして、医療関係者と協同して質の高い研究を推進できる、高いコミュニケーション能力と

倫理観を有する生物統計家を育成する。2020 年以降、これまでに 1 期生 10 名、2 期生 8 名、3 期生 9

名、4 期生 7 名が本コースを卒業し、日本各地の臨床研究支援センターに生物統計家として就職した。 

 

 

2.2 教育カリキュラム 
学際情報学府の授業科目群は、（1）コース共通必修科目、（2）コース別選択必修科目、（3）コース

共通選択科目、（4）コース横断科目の 4 つの科目群から構成されている。 

第 1 のコース共通必修科目は、それぞれの学生の指導教員による個別研究指導のほか、学際情報学

府の大学院生が、専門分野の視点や立場の違いを越えて、今日の情報学のさまざまなアプローチにつ

いての基礎知識を身につけてもらう「学際情報学概論」が主軸である。この科目には、研究組織であ

る大学院情報学環の多くの教員が関与し、学生は e-learning システムでの受講も可能な仕組みになっ

ている。同時に、学際情報学府大学院生は、修士 2 年 4 月の段階で論文の構想を研究構想発表会にお

いて発表し、7 月には修士論文中間発表会で進捗を発表することが義務づけられている。また博士課程

では毎年の博士課程コロキウムでの発表が、大学院での必修カリキュラムの一部として課せられてい

る。 

第 2 のコース別選択必修科目は、修士課程の大学院カリキュラムとして設けられている科目群で、

それぞれのコースにおいて専門的な研究能力のトレーニングをしていくためのものである。この科目

群は、「基礎」の 4 単位あるいは 2 単位と「研究法」の 2 単位の 6 単位から成り、「基礎」は主とし

て、各専門分野における基礎的方法論のトレーニング、「研究法」は、そのようにして習得した専門的

方法論を生かした実習（調査、制作、実験、政策立案など）が分野に応じたやり方で実施されてい

る。それぞれのコースの院生にとって、一般的に最もエネルギーを割かなくてはならない科目群であ

り、コースごとの特徴が最も明瞭に示される科目になっている。 

第 3 の共通選択科目群と第 4 のコース横断科目は、学際情報学府を担当しているそれぞれの教員が

開講する大学院授業科目であり、形式としては一般的な大学院の授業科目と変わらない。但し、学際
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情報学府の共通選択科目の大きな特徴は、いずれも「情報」や「メディア」を中心的な対象としなが

らも、情報科学からジャーナリズム論までの幅広い専門家が集まっていることによる横断性にある。

すなわち、ここでの共通選択科目には、自己組織情報、アジア情報政策、異文化コミュニケーショ

ン、学習環境デザイン、情報行動、映像文化、メディア表現、情報記号、情報倫理、自然言語処理、

情報法、ジャーナリズム、ヒューマンインタフェース、ユビキタスコンピューティング、知覚情報、

情報経済、歴史情報、シミュレーションシステム、情報芸術、視覚情報処理、医療福祉情報、身体情

報認知、情報データベースなど、きわめて多様な分野が含まれている。これらの科目は、学際情報学

府のカリキュラム編成においては、①情報・言語・行動系科目、②社会・制度系科目、③メディア・

文化系科目、④表現・リテラシー系科目、⑤数理・システム系科目の 5 つの領域に分けられている。

コース横断科目は、コースの専門性を越境して、より広く学際性を身に付けるための科目としての性

格を持つ。 

 

 

2.3 カリキュラム支援体制 
学際情報学府では、上記のカリキュラムを大学院教育の基軸に据えながら、以下のような教育上の

支援体制を組織し、運営している。 

 

(1) 主指導教員・副指導教員の配置 

指導教員の個別研究指導に加え、副指導教員による側面からの研究指導という複眼的な指導体制を

整えている。この体制は、学生の視野を広げ、より柔軟な学問的展開を可能にするといった効果をも

っている。 

 

(2) 修士・博士 研究計画書の作成 

修士課程の学生については、1 年目のカリキュラムで修士課程 2 年生による修士課程研究構想発表

会、修士論文中間発表会を聴講し、学際情報学概論Ⅲの一環としてコメントシートを作成、そして年

度末にレポートを提出する。上位学年の研究進捗について学習する機会を持つことで、自分自身の研

究計画を練り上げ、構想発表・中間発表への準備をすることになる。博士課程については、2 年の段階

で、研究計画書を作成する。博士 2 年での研究計画書は、その学生が博士論文を執筆していくための

第一歩となる。 

 

(3) 修士課程研究構想発表会 

修士 2 年生が新年度の最初に行う。発表者は、修士 1 年生の間に進めてきた学習や研究の成果をま

とめ、約 1 年後に提出する修士論文の構想や進捗状況について発表する。この発表は、教員と学生の

双方に対して行われるもので、コロナ禍以前は、各自が研究の内容・計画をポスター発表（バザー

ル）形式で行っていた。2020 年度に、コロナ禍のためにオンライン形式で報告用スライドを閲覧する
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形式で実施したことを契機に、それ以降は事前に準備した報告ビデオをオンラインで視聴する形式で

行っている 

 

(4) 修士論文中間発表会 

多くの修士 2 年の学生が修士論文執筆に本格的に取りかかる 7 月上旬に開催される。その年度に修

士論文を提出する、すべての学生が自分の研究の進捗状況を発表しなければならないことになってお

り、指導教員や副指導教員だけでなく、関連分野の教員や他の学府の大学院生が発表会に参加する。

コロナ禍以前は、対面で行っていたが、2020 年度はオンライン型（同期型）で発表会を実施した。移

動の時間を要しないためだと思われるが、発表者と報告者以外の聴衆については大幅な増加が見られ

た。2021 年度以降は、基本的にオンライン（同期型）で行われている。 

 

 

(5) 博士課程コロキウム 

毎年 11 月上旬、博士課程に在籍している学生を対象に開催している。博士課程 3 年までに在籍して

いるすべての学生が、博士論文執筆に向けての進捗状況を発表しなければならない。このコロキウム

には、学府の院生は誰でも参加することができる。コロナ禍以前は、対面で行っていたが、2020 年度

はオンライン型（同期型）で発表会を実施した。移動の時間を要しないためだと思われるが、発表者

と報告者以外の聴衆については大幅な増加が見られた。2021 年度以降は、基本的にオンライン（同期

型）で行われている。 

 

 

2.4 修士論文及び博士論文の執筆 
学際情報学府において、2022年度、修士課程の修了者は118名、博士課程の修了者は7名であった。

満期退学後に2022年度に博士学位を取得した者は8名おり、博士学位の取得者は合計15名であった。以

下その学位論文のタイトルを示す。 

 

修士論文 

1. 宮地 彩華：魔法少女アニメにみるケアの倫理 ～『おジャ魔女どれみ』『プリキュア』シリーズ

を対象に～ 

2. 柳谷 愛：「生理を語る男性」に対する女性の不快感ーフェムテック普及の阻害要因についてー 

3. 湯浅 啓正：「まなざしの地獄」のゲーム理論的分析 

4. 秋山 真鈴：デジタルモビリティに関する技術革新と法制度デザイン   ―持続可能な公共交通に

向けて― 

5. 葛西 優香：「まちのこし」のエスノグラフィー ―福島県双葉郡浪江町での神社再建、神楽・民俗

芸能・盆踊りの継承プロセスにおける住民心理と「ふるさと」の復興― 

6. 魏 思銘：中国の SNS における飯圏ガールズが語る「愛国」 ―2019 年「飯圏出征」と「愛国青年
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インターネット出征」事件を中心に 

7. 姜 婉清：東京電力福島第一原子力発電所事故における風評対策の変遷 ーいわき市、福島県、中央

省庁の事例を中心にー 

8. 江 鋭孺：女性による「男性性」の創造―中国の SNS における「逆苏」現象を中心に 

9. 小嶌 真由香：新聞販売店の活動と役割 「地域貢献大賞」の事例分析から 

10. 肖 迪：機械を用いた作品制作における創作行為の判断基準——日中著作権法による AI 生成物の

保護を中心に 

11. 田口 絵梨奈：児童虐待報道からみる「非標準家庭」のステレオタイプ―新聞記事の批判的言説分

析― 

12. 張 依田：声が媒介する文化越境ー中国における「二次元ゲーム」の日本語音声をめぐって 

13. 陳 郁欣：日本における台湾への眼差しの変容―2010 年代以降の日本若年層女性の「台湾」イメー

ジを中心としてー 

14. 富澤 周：災害対策における「協議会」の成立 

15. 馬 琳：ジャーナリズムによるマイノリティの社会的包摂     ――日本の貧困報道を事例に

―― 

16. 藤野 朝咲：クラウドワークの参加継続意向に影響を与える要因の分析 ─職業による社会関係性

の代理変数を用いた推計─ 

17. 鄭 来炫：在日コリアンのトランスナショナリティ(越境性)―戦後新宿の社会空間－   

18. 眞鍋 せいら：イギリスの反核兵器運動「グリーナム・コモン女性平和キャンプ」における「キー

ニング」（哀歌）の意味 

19. 佐藤 結佳子：行動ターゲティング広告のコンテンツの特徴と問題点 ー日本の脱毛広告を例とし

てー 

20. 中村 健太郎：ナラティブのローカライズによる「修理する権利」運動の受容促進：日本人向け対

話型意識啓発プログラムの開発を通じて 

21. 半田 颯哉：「反」（アンチ）なき時代のビデオアート ――「ビデオカクテル」展と第二世代の作家

たち 

22. 叶 芷晴：An exploratory study on the process of second language learning practices in Chinese 

gamers’ narrative-based gaming activities （ゲームプレイヤーの第二言語学習プロセスに関する

探索的研究 ―物語中心のゲームをする中国人プレイヤーに着目して―） 

23. 上野 碧葉：食分野の海外展開における政策的・学術的経緯の違いは何か  ～日本食・地中海食を

比較事例として～ 

24. 宇都宮 知輝：ミャンマー「春の革命」のデジタル戦術 ──水平ネットワーク型の社会運動と抗議

レパートリー── 

25. 小田 泰成：視覚化する明治後期の新聞――近代日本の新聞デザイン 

26. 久保田 愛海：科学に対する個人的レリバンスを向上させるための教材開発と評価 

27. 酒井 雅代：鑑賞と表現を架橋する音楽ワークショップの評価研究 
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28. 周 寧：Memorial Universe ─ストーリー構造の視覚化と AI 生成画像によるエピソード記憶の鮮

明化─ 

29. 朱 瑩：青少年のセクシュアリティの取扱かわれ方 ――戦後日本の純潔教育を中心に―― 

30. 田 子健：Social norm cognition in infants: How do 10- to 11-month-olds evaluate waiting-

/cutting-in-line behaviors?  (乳児期における社会的ルールの理解：生後 10～11 ヶ月の乳児は順番

を守 る/列に割り込む行為をいかに評価するか) 

31. 永井 祐美子：「応用演劇におけるファシリテーションの熟達化に関する研究 ープログラム実施時

の思考に着目してー」 

32. 任 依婷：ファッション・メディアにおける「中国風」の構築と伝達 --2010 年代の中国ファッシ

ョン誌を中心に 

33. 早川 裕貴：価値創造教育がアントレプレナー的態度に与える影響 

34. 牧 大登：ステレオの詩学 1960-1970：室内空間における音の聴取の物質文化とその変容のサウン

ドスケープ/メディア論 

35. 升井 友貴：ゲーミフィケーションを取り入れたカスタマイズ型ビデオ学習システムの開発 

36. 三上 尚美：出征兵士の足どりデジタルアーカイブ ─地域における戦争の記憶の掘り起こしと継承

のアクションリサーチ─ 

37. 村山 いまり：食品管理アプリによる家庭における食品ロス削減の実証的研究 

38. 李 淳楠：室町期東寺文化圏の表象と実態 ――付喪神のうまれた場―― 

39. 林 祈亞：日本と台湾のインターネット掲示板における野球記事のナショナリズム再構築分析ー計

量テキスト解析を用いてー 

40. 渡辺 明日翔：興味中心・興味半減・ネタバラシ: 小説・映画・放送番組の受容をめぐる言説史 

41. 大西 彬介：駆動源の認知的転移：自発的に動く印象を与えるばね装置のデザイン 

42. 坪内 優樹：VR 体験におけるシミュレータ酔い抑制のためのまばたきを用いた視点回転操作手法 

43. 市倉 愛子：人との親密度向上を目指した思い出共有ロボットシステムに関する研究 

44. 伊延 観司：ウェアラブル機器を利用した視線情報と歩行行動の特徴に基づく興味推定手法 

45. 姜 志勲：再構成可能な画像融合手法とその物体検出に基づく評価 

46. 工藤 龍：VR を用いて他者視点の理解を促進するワークショップの研究 -ワーキングペアレント

を題材に- 

47. 倉田 将希：学習者の形成的評価と一体化した確率・統計分野における ICT 端末用教材の開発と実

践 

48. 黒澤 知香：直感的なユーザビリティを実現する着脱型個人用飛行装置のインターフェースのデザ

イン 

49. 江 子淵：Transparency Control of 3D Objects Based on Mechanical Emulsification with 

Electrohydrodynamic Phenomena （電気流体力学現象による機械乳化に基づく三次元物体の透明

度制御） 

50. 佐倉 玲：3D プリント可能な柔軟変形センサとインタラクション 
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51. 篠田 和宏：縫い方の変化により様々な電気的特性をもたらす導電糸刺繍技術 

52. 周 依琳：コミュニケーション用義手の実現に向けた撓やかな手の動きを表現する受動的な動作機

構のデザイン 

53. 鈴木 大智：ファッションドメインにおけるクロスモーダルなデータを用いた質感認識 

54. 陳 施佳：連続的な音楽音色スペクトルの動学的解析 

55. 張 斯媛：Look, Move, Show: Designing studio telepresence for creative industry remote workers 

（みる、うごく、あらわれる：クリエイティブ業界におけるリモートワーカーのスタジオでの存在

感をデザインする) 

56. 張 銘方：Structural Multiplane Image: Bridging Neural View Synthesis and 3D Reconstruction 

(構造化多重画像表現による自由視点画像生成と 3 次元シーン復元の統合) 

57. 程 牧遥：A Research on Deep Learning for Aesthetics Cropping combined with Object Detection 

and Attention Mechanism 

 （物体検知と注意機構を用いた Aesthetics Cropping のための深層学習） 

58. 土居 明莉：女性の PMS や月経に伴う不調とその対処法に関する情報共有の意識についての定量

的研究 

59. 富木 菜穂：多人数会話と個人対話の切り替えが容易なオンライン音声通話ツールの提案 

60. 中本 圭：食事画像をもとにしたストレス予測とそのためのデータセット構築 

61. 新納 大輔：自己と同じ外見を持つバーチャルクローンの信頼性評価 

62. 新田 友美：Fluidic Painting: 絵の具の浸透により支持体上に現れる動的絵画 

63. 韮澤 雄太：フットステップ錯視現象を応用したタッチパネルにおける Pseudo-Haptics 生起手法

の提案と評価 

64. 馮 楽祺：人と道具の共同創造活動 ―人の意に反して自律動作する筆のデザインに関する研究 

65. 増渕 健太：Tune into Baseball: Designing socially inclusive spectator experiences for visually 

impaired people （視覚障害者の社会的インクルージョンのためのスポーツ観戦体験のデザイン） 

66. 松尾 瑛：機械学習による認識機能を有する高速トラッキングとダイナミックキャッチング 

67. 三木 章寛：環境・身体・道具・対象を群に抽象化して学習制御する柔軟ロボットシステムに関す

る研究 

68. 山下 夏生：オプティカルフローを用いた GAN によるカメラモーションのための動画拡張に関す

る研究 

69. 山田 瑞季：「総合的な探究の時間」に向けた探究学習デザインメソッドの開発 

70. 李 暁彤：Evaluation of Sense of Embodiment and Responsibility Attribution in Body-part-

segmented Virtual Co-embodiment (部位選択型の融合身体における Embodiment と責任帰属の評

価)   

71. 周 于航： Research on Anomaly Detection through Analysis of Observed Traffic Using Self-

Attention (セルフアテンションを利用するトラフィック観測による異常検知の研究) 

72. 郭 鳴軒： GNN を用いたタンパク質―リガンドの 結合 親和性の高いドッキング構造の選別 
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73. 周 天揚： Walking Route Recommendation Avoiding Pollen Allergic Risks: A Case Study Based 

on Open Data and Open-Licensed Images in Tokyo Metropolitan Area（花粉症リスクを回避する

歩行経路の推薦： 首都圏におけるオープンデータとオープンライセンス画像に基づく事例研究） 

74. 孫  映 雪 ：  Understanding Intentions in Japanese Dialogues of Werewolf Games by 

Reinforcement Learning with Sentiment Analysis（強化学習と感情分析によって人狼ゲームの発

言における意図を理解する） 

75. 鄭 昊： Remote communication experiments using 6-axis robotic arm（６軸ロボットアームを

⽤いた遠隔通信実験） 

76. 鄧 君テイ： Research on Softwarization of High Frequency Wireless Communications for 

Beyond5G（Beyond5G に向けた高周波数無線通信 の ソフトウェア化の研究） 

77. 中村 藤紀：深層学習技術を応用した音楽演奏における表現技能の自動判定およびその習得支援の

研究 

78. 李 広泓：Model-free reinforcement learning for partially observable 

79. 稲垣勇佑：スマートシティにおける協調運転制御最適化のための多層エッジコンピューティング 

80. 江口 静：独自ブロックチェーンとオフチェーン DataBase を使ったハイブリッド型の DID（分散

型識別子）実装アーキテクチャー 

81. 大塚 一輝：量子論理の非分配性を有する直交モジュラー束上の計算言語  β (Computational 

Language β based on Orthomodular Lattices with the Non-distributivity of Quantum Logic) 

82. 小池 優人：聴覚を用いたブレインコンピュータインタフェースの研究 

83. 坂元 優介：不完全情報ゲームのポーカーにおける戦略学習手法 

84. 佐々木 竜太郎：節電行動に対して価値観が近い集団の情報が与える影響の検討 

85. 嶋田 朱里：画像解析と身体尺を組み合わせた農作物茎長の計測手法 

86. 謝 東興：Network Slicing in NTN-integrated B5G Networks （NTN 統合 B5G ネットワークに

おけるネットワークスライシング） 

87. 蒋 瀚霆：アブラナ科植物の自家不和合性に関するタンパク質複合体の構造モデリングと相互作用

解析 

88. 瀬川 友香：準同型暗号を用いた複数組織間での安全なデータ活用方式 

89. 石 園：Named Entity Recognition study of aging-related genes based on BERT model 

 (BERT モデルに基づく老化関連遺伝子の固有表現抽出研究) 

90. 談 莫利：プログラミング教育による計算論的思考の学習効果の評価 

91. 中島 美紅：イベントパターン分析 

 〜時間と共に変化する空間パターンの犯罪学への応用〜 

92. 野 祐崇：ローカル 5G 環境下における映像伝送品質の客観評価 

93. 原田 勇大：ファイルの最適複製機能を付与したオフライン時の参照が可能なリモートファイルシ

ステムの開発 
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94. 前田 清洲：Research on Displaying Collective Audience Reactions in Remote Communication 

(遠隔コミュニケーションにおける聴衆反応の集合的提示に関する研究) 

95. 松本 和士：「意図のすり合わせはいかにして生じるか：色合わせ課題を用いた、主観尺度の学習に

ついての検討」 

96. 間宮 竜大：カフェの立地要因に関する分析 

97. 三谷 怜司：Developing a High Resolution Communication System Utilizing High Frequency 

Bands for Beyond 5G 

 (Beyond 5G に対応した高周波数帯のネットワーク構築を実現するためのフレキシブルな 5G セ

ンサーとアンテナの構築) 

98. 片岡 茅悠：スマートビルにおける設備操作の予測に基づくオートメーションフレームワーク 

99. 李 万慧：ハンガー反射を用いて遠隔者の頭部回旋感覚を共有する研究 

100. CHEN Yuwei： Mediated Temporalities and Reflective Intergenerational Solidarity: Tracing the 

Gendered Childcaring Life Course of Chinese Migrants in Japan 

101. GAO Chan： Childhood Aesthetic Education in the Rural Vitalisation of China: Understanding 

“Place” in Xiuwu County, Henan Province 

102. GU Yu： Changing Patterns of Political Trust in the Wuhan Lockdown: An Analysis of 15 

Interview Cases of Young Adults 

103. HUSNAYAIN Zivya Syifa： On Buzzers and the Industrialized Hivemind:  

The Indonesian Public's Perception on Digital Astroturfing during the COVID-19 Pandemic 

104. LEE Antonia Beatrice Dans： Weathering the Storm: Understanding the Process of Identity 

Negotiation Among Fans Following the Loss of a Fan Object 

105. ONG Charisia Zhen Li： Shintōryoku hanpa nai!: Uncovering Affect in Japanese Television 

Drama 

106. ZHAO Chenyu： “Unruly” Housewife YouTubers in Japan: Changing Representations of Gender, 

Domesticity, and Family Structure 

107. LEE Allison Kathleen：Staging the Periphery: Revitalizing the Japanese Countryside through 

Contents Tourism 

108. LI Yi：Are “Doll Mothers” Real Mothers? How Young Chinese Women Negotiate Their Identity 

as Fertile Women in Contemporary Chinese Society 

109. LOWRY Hanako：Affective Encounters: The 'Mixed-Race' Body in Postwar Japan 

110. XU Jingyi：Spillover Effects of the RMB Exchange Rate among Major Countries of the Belt and 

Road Initiative 

111. YANG Tsung-Han：Stock Market Prediction with Sentiment Analysis of Social Media using 

Deep Learning Methods 

112. アルアリアシー ラルビ：動的予測モデル構築におけるランドマークアプローチ 2.0 の統計的性能

評価 - stage II-III 胃癌根治切除術後の再発予測研究への適用 - 
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113. 和泉 翔喜：複数の主要評価変数を固定順序法で検定する場合にハザード比に生じる推定バイアス

補正に関する検討 

114. 浮田 翔子：生存時間変数を主要変数とするランダム化比較試験における無効中止則の検討 

115. 金 宰旭：Statistical differences in cancer incidence rates between nation and 17 regions in 

Korea during 2002 to 2018 (2002 年から 2018 年の韓国における全国と 17 地域の間の癌罹患率の

統計的差異) 

116. 木村 拓路：Aggregated historical control に対する調整生存関数の推定法の提案 

117. 横山 昌幸：膵がん患者における受診および治療開始までに要した時間が予後に与える影響：因果

媒介分析を用いた検討 

118. 横山 涼：再生医療等製品の探索的試験における Double Boundary 逐次デザインの提案 

 

1. 博士論文加藤 聡：初期近代イングランドを中心とした辞典・百科事典の編纂術――人文主義の伝

統と知の編成―― 

2. 前川 知行： Cognitive Analysis of Information Presentation Based on Uncertainty of Winning 

or Losing to Interest Audience in Watching Sports (スポーツ観戦における観客の興味を引き出す

ための，勝敗の不確実性に基づいた情報提示の認知科学的検討) 

3. 雨宮 宏一郎：プログラマブルインフラストラクチャを活用したデータフロー制御による低遅延ア

プリケーション実現の研究 

4. 胡 博： Botnet Detection Using Large-scale Network Traffic and Machine Learning (大規模ネ

ットワークトラヒックと機械学習を用いたボットネット検知) 

5. 礒山（長濱） 麻衣：冷戦期日本の高等教育に対する米国アジア財団の広報外交 

6. 清家 大嗣：スケーラビリティに基づくブロックチェーンインフラストラクチャーの数学的分析 

（Mathematical Analysis of Blockchain Infrastructure based on Scalability） 

7. 赤池 美紀：音楽家医学教育における質保証のあり方 

8. 渡部  一郎：  Examining the Determinants of Technological Evolution: A Study on the 

Technological Field of Computer Graphic Processing Systems (技術進化はいかに方向づけられる

か：コンピュータ画像処理技術分野を対象とした実証分析) 

9. Johnson Adrienne Renee： Historicizing Visual Kei in Post-Bubble Japan: The Fluidity of 

Subculture in Consumer Society (ポストバブル日本におけるヴィジュアル系とサブカルチャーの

歴史化:消費社会の流動性) 

10. 平野 智紀：対話型鑑賞において知識構築を促すファシリテーションに関する研究 

11. 中川 雄大：「都市計画」の歴史社会学――戦間期東京における〈説得的コミュニケーション〉と多

元的アクター 

12. 姜 琇仁： Estimating venous flow velocity and detecting abnormality of vein status using skin 

impedance and photoplethysmography analysis (皮膚インピーダンスと光電式容積脈波解析によ

る静脈流速の推定と静脈の状態異常の検出) 
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13. 畑田 裕二：アバターを通じた物語的自己の変容に関する質的研究 

14. 楊 期蘭： Investigating the effect of augmented social cues on impression formation in remote 

workplace communication (社会的手がかりの拡張が遠隔職場コミュニケーションにおける印象形

成に与える影響の研究) 

15. 関谷 直也：総合防災情報研究の体系化に向けた社会情報学、社会心理学的研究——避難、集合行

動、メディア研究、災害情報の受容—— 

 

 

2.5 就職・進学 
 修士課程修了者のうち、博士課程進学者は全修了者の 17％程度である。また、修士課程を修了した

者の約 70％程度が就職している。一般に、理系では修士修了後に就職をする者が多く、文系では博士

課程に進学する者が多いが、文理相互浸透の大学院組織である学際情報学府は、ちょうどその中間的

な割合を示しているといえる。修士修了者の就職先は別表の通りであり（修士修了者の進路状況（別

表）参照）、シンクタンク、マスコミ、情報通信およびコンピュータ関連企業、出版社など知識集約

型の企業への就職が多数を占めているところが特徴的である。 

 

 

2.6 教育部 
情報学環教育部は、情報、メディア、コミュニケーションについて学びたい人々のために、2年間に

わたって情報学の体系的な教育を行うユニークな教育組織である。講義は、各自が所属する学部の授

業などと両立できるように、時間割表で4時限目から6時限目（14時55分～20時30分）の時間帯に開講

されている。情報学環は学部、研究科という「タテ糸」で成り立つ東京大学のなかに、情報というキ

ーワードをめぐる教育研究を「ヨコ糸」で縫い合わせてできた独特の組織である。教育部は、その情

報学環という組織の特性を活かした教育研究活動の場となっている。また、教育部の活動は大学院部

局である情報学環にとって、学部相当の教育プログラムを展開するという意味も持っている。 

近年では、理系や社会人の研究生が増え、以前より学際性が増している。また、東北被災地のフィ

ールドワーク、情報学環の大学院主催の「東京大学制作展」等の様々な活動に参加することを通して

、座学では得られない貴重な体験や知識を獲得する機会が増えている。 

情報学環教育部では、毎年、前年度後期に入学試験をおこない、一学年約30名の教育部研究生を選

抜している。大学2年生以上（4月以降大学2年生になる見込みの人を含む。ただし、大学院に在籍して

いる人は含まない）であれば、東京大学の学生であるなしにかかわらず、社会人も含めて受験をする

ことができる。 

情報学環教育部の歴史は古く、その起源は1929年（昭和4年）の文学部新聞研究室にまでさかのぼる

。小さな組織だった新聞研究室は、戦後まもない1949年（昭和24年）に新聞研究所へと発展した。新

聞研究所は、その名のとおり、新聞をはじめとするマスメディアが巻き起こす社会情報現象やコミュ

ニケーション変容を体系的に研究することを目的として設立されたが、同時に、マスメディアで働く



 

29 

Ⅰ．現状と課題 

記者などの実務家を育成することも目的としていた。 

1992年（平成4年）、新聞研究所は社会情報研究所として改組され、マスメディアに限定しない、情

報に関わるあらゆる社会現象の研究を総合的に進めていくことになった。2004年（平成16年）に社会

情報研究所は大学院情報学環と合併し今日に至る。 

 

なお、2018年から2022年までの教育部志願者数、受験者数、合格者数についてはⅡ．資料を参照してい

ただきたい。 

 

 

2.7 学際情報学府以外の教育活動 
 研究組織である大学院情報学環では、教育組織である大学院学際情報学府と密接に連携しながら、

教育部、学部横断型教育プログラム「メディア・コンテンツ」、大学院横断型教育プログラム「デジ

タル・ヒューマニティーズ」、大学院共通授業科目「エグゼクティブ・プログラム」、などにおいて

も教育活動を行っている。なお、「エグゼクティブ・プログラム」は、2021 年度以降工学系研究科に

おいて運営される予定である。 

 

2.7.1 学部横断型教育プログラム 「メディアコンテンツ」 

 学部横断型教育プログラム「メディアコンテンツ」は、2010 年度に開始された東京大学横断型教育

プログラムのひとつである。東京大学学部横断型教育プログラムは、新たな学問的課題に果敢に挑戦

し、幅広い分野を横断していく刺激を与え、柔軟な思考力を育成するために開設された学際的・分野

融合的な教育プログラムである。学部や大学院の枠組みを超えて実施されている。現在開講されてい

る横断型教育プログラムのなかでも、本教育プログラム「メディアコンテンツ」は、メディア上に流

通するコンテンツの創造に関わる基礎教育と人材養成を目的として、最新のインターネットビジネス

の動向などを踏まえた教育を行っている。教育プログラム全体を総合する「メディアコンテンツ特別

講義Ⅰ・Ⅱ」の他、「技術・創造」「文化・社会」「人間・心理」「総合」の分野からメディアコン

テンツに関連する科目を開講している。本教育プログラムは、東京大学の学部後期課程（3～4 年生）

を履修対象としているが、大学院生の履修も可能で必修科目や選択科目の区別はなく、各自の目的に

あわせて履修できる。開講されている科目の中から、合計 12 単位以上を修得した学生に「プログラム

修了証」が交付されてきた。すでに約 10 年にわたり継続されてきた本プログラムは、東京大学の学部

教育の中にしっかり根づいている。 

 

2.7.2 大学院横断型教育プログラム「デジタル・ヒューマニティーズ」 

大学院横断型教育プログラム「デジタル・ヒューマニティーズ」は、東京大学横断型教育プログラ

ムのひとつである。デジタル技術とウェブシステムの革新は、人類の知的資源の保存、研究、発信の

方法を大きく変革し、現代社会の新たな知識基盤を形成しつつある。近年、世界ではこの変化に対応
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し、デジタル媒体による資料アーカイブの構築・分析・公開の方法をめぐって、文理の壁を超えて研

究方法を模索する「デジタル・ヒューマニティーズ」の確立が重要な課題となり始めた。 

本教育プログラムは、1）デジタル・テクノロジーを用いた人文学資料のアーカイブ構築、2）デジ

タル・コンテンツ資源と結びついた映像分析やテクスト分析、3）研究成果のプレゼンテーションやエ

キシビションを有機的に循環させて、人文学および情報学の各領域の学際的な体系化を目指した科目

を開講している。多面的な観点から学術研究を深化させ、人文学の新たな方法論を実践的に学んでい

く教育プログラムである。デジタル・テクノロジーを批判的に使いこなす学際的な人文学者、デジタ

ル・コンテンツの知識基盤を創造的に構築する情報学者をはじめ、アーキビストやキュレーター、ラ

イブラリアンといった知識や文化の担い手、多様化する情報社会の諸領域を横断して活躍の場を見出

そうとする批判力をそなえた人材の育成を目的としている。 

 本教育プログラムは、東京大学の大学院生を履修対象としている。人文系のみならず、人文学との

コラボレーションに興味のある理工系の大学院生の受講も歓迎している。プログラムは、〈コア科

目〉、〈基礎科目〉、〈関連科目〉によって構成されている。コア科目内の必修科目を修得し、合計

12 単位以上（うち必修科目 4 単位）を修得した学生に「プログラム修了証」を交付している（修了を

目的とせずに、個別の科目のみを履修することも可能である）。平成 24 年度の発足以来、8 年以上に

わたって継続されてきた本プログラムは、東京大学の大学院教育の中にしっかり根づいてきた。平成

31 年度からは運営部局が大学院人文社会研究科に移っている。 

 

2.7.3 大学院共通授業科目「エグゼクティブ・プログラム」 

 エグゼクティブ・プログラムは、社会人向けの東京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラ

ム（EMP）と同様な趣旨の学生向けの教育プログムとして 2009 年度より大学院共通授業科目として

開講された。文系理系を問わず、学内外の多様な専門を背景とした講師と大学院学生が自らの専門を

越え、幅広い視野を培い、専門の違う仲間と交流しつつ学ぶことにより、課題設定能力や課題解決能

力、さらには、未来の社会を担うための知的基盤を身につけるようプログラムを設定している。ま

た、本講義は、大学院共通授業科目ではあるが、学部学生の聴講（単位取得は不可）も可能としてい

る。 

 例年、学内外から著名な講師を招聘して、S セメスターと A セメスターにそれぞれ 1 科目 2 単位の

独立した大学院共通授業科目として木曜日の 6 時限（18：45〜20：30）に開講しているが、新型コロ

ナウイルス感染拡大に伴い S セメスターは不開講とした。 

 A セメスターは、ノーベル賞受賞者の梶田隆章先生にグゼクティブ・プログラム 12 に続き２度目の

ご登壇をいただいた。海部陽介先生の「海を越えた最初の日本列島人－実験航海で探る 3 万年の挑戦

－」、久保文先生の「トランプ政権を生み出したアメリカ政治の風景、および 2020 年アメリカの選

択」の講義は、学生の興味を惹いたようである。また、立命館大学の北岡明佳先生の「錯視から見た

視覚のシステム」では、様々な錯視を紹介していただき学生も楽しく受講していた。 
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今回の特徴は、新型コロナウイルス感染防止のため初のオンライン講義を行ったことである。講義

内の質疑応答も初めて slido で行うこととした。初めてのオンライン講義であったが、特に大きな問題

はなく進めることができた。オンライン講義、slido での質疑は学生からも好評であった。 

 

 

2.8 博士課程教育リーディングプログラム 
 大学院情報学環・学際情報学府は、2011 年に始まる「博士課程教育リーディングプログラム」事業

に積極的に取り組んできた。同プログラムは、「優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわ

たりグローバルに活躍するリーダーへと導くため、国内外の第一級の教員・学生を結集し、産・学・

官の参画を得つつ、専門分野の枠を超えて博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証され

た学位プログラムを構築・展開する大学院教育の抜本的改革を支援し、最高学府に相応しい大学院の

形成を推進する」（日本学術振興会 HP）事業とされている。 

 情報学環が共同運営しているプログラムは、2012 年採択の「ソーシャル ICT グローバル・クリエイ

ティブリーダー育成プログラム（GCL）」（責任部局：情報理工学系研究科）、及び 2013 年採択の

「社会構想マネジメントを先導するグローバルリーダー養成プログラム（GSDM）」（責任部局：公

共政策学連携研究部・教育部）である。 

 

2.8.1 ソーシャル ICTグローバル・クリエイティブリーダー育成プログラム（GCL） 

 

ソーシャルICTグローバル・クリエイティブリーダー育成プログラム（GCL）は、博士課程教育リーデ

ィングプログラムの1つとして2012年度複合領域型（情報）に採択。学際情報学専攻を含め、学内で17

の専攻等が参加。 

 

ソーシャルICTグローバル・クリエイティブリーダー育成プログラム（GCL）が考えるリーダーは、情

報および制度・経済の横串とグローカルな視点で現代の社会•経済システムの動態を理解し、本質的な

問題や可能性を発見する能力と技術を有する人材。 

 次のすべての能力を有する人材，イノベーション力を有する学生を育成するのが、GCLの目標。 

—

先端科学技術のポテンシャルと人々にとっての価値•意味の両方を深く理解し、高い理想と

倫理のもとに、新たな社会のビジョンと価値創造のシナリオを描く能力 

—ビッグデータ、複雑システム、ヒューマンシステムの先端 ICT 

と工学、農学、医学、社会科学の高度専門力を基盤とし、新たな知識社会経済システムを

創造的かつ具体的にデザインする能力 

—

新しいデザインを具現化するプロジェクトを立案し、ステークホルダーのコンセンサスを

得て、世界トップレベルの専門家集団を率い、戦略的プロジェクトマネジメントのもとに
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、オープンスパイラル型の実践方法論で強靭に推進•達成する能力。また、その方法論自体

を創造する能力 

 

プログラムを修了すると、自専攻の博士号に「ソーシャルICTグローバル・クリエイティブリーダー育

成プログラム修了」を附記した学位記が授与。別途コース修了証も交付。 

 詳しくは、GCLのウェブサイト（http://www.gcl.i.u-tokyo.ac.jp）を参照。 

 

2.8.2 社会構想マネジメントを先導するグローバルリーダー養成プログラム

（GSDM） 

 「社会構想マネジメントを先導するグローバルリーダー養成プログラム（GSDM）」は、グローバ

ル社会を牽引するトップリーダーを養成する文理統合型の学位プログラムである。東京大学の 9 研究

科・21 専攻が参加し、オールラウンド型の人材育成を目指している。本プログラムでは、東京大学の

行動シナリオ及び行動ビジョンに基づき、大学院教育改革の突破口となるべく充実した陣容およびプ

ログラムを用意している。東京大学では GSDM を含めて 9 つの博士課程教育リーディングプログラム

が採択されており、GSDM はその中でも「オールラウンド型」として全学体制で臨む最重要プログラ

ムと位置づけられている。 

 現在、社会課題解決に向けた新しい人材ニーズへの対応が求められている。 

⚫ 政策官庁：課題の複雑化、交渉相手となる海外官僚の高学歴化から、中枢を担う公務員には博士

レベルの能力が必要 

⚫ 国際機関：国際機関の人事は、競争の激化と高学歴化が進んでおり、博士号の保有者でないと候

補となることも困難 

⚫ 産業界：イノベーションを担うには、アジェンダセッティング能力、コンセプト構想能力、オー

プンイノベーションに対応できるリーダーシップ、課題解決実行をマネジメントできる PMO

（Project Management Office）的能力、国際舞台で活躍できるグローバル性、訓練されたコミュ

ニケーション能力が必要 

⚫ 医療健康課題等：国内的、技術的性格が強かった分野も、国際的貿易交渉の最前線となってお

り、文理横断的なトレーニングが必要 

 このように、現代社会においては、技術だけでも、政策や制度だけでも課題の解決は困難である。

本プログラムでは、技術そして政策・制度とバランスの取れたグローバルな視野を持ち、専門的・俯

瞰的な知識を用いて課題を発見し、それに対して革新的科学技術と公共政策の統合的解決策をデザイ

ンし、多様な関係者と連携して実行することができる専門的・俯瞰的な知識社会構想マネジメント人

材の養成を行っている。 

 

 

2.9 国際卓越大学院教育プログラム（WINGS） 

http://www.gcl.i.u-tokyo.ac.jp/
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大学院情報学環・学際情報学府は、他研究科と連携して、「高い研究力と専門性をもって人類社会に

貢献する博士人材を育成するため」の修博一貫の学位プログラム国際卓越大学院教育プログラム

（WINGS ― World-leading Innovative Graduate Study Program）の企画と運営に積極的に関与して

いる。2020 年度に学際情報学府が参画している国際卓越大学院教育プログラムは、「未来社会協創国

際卓越大学院 WINGS-CFS」（責任部局：工学系研究科）、「高齢社会総合研究国際卓越大学院

WINGS-GLAFS」（責任部局：工学系研究科）、「環境調和農学国際卓越大学院 UT-SAP」（責任部局：

農学生命科学研究科）、「プロアクティブ環境学国際卓越大学院プログラム WINGS-PES」（責任部局：

新領域創成科学研究科）、「知能社会国際卓越大学院プログラム IIW」（責任部局：情報理工学系研究

科）の 5 つである。 

 

 

2.10 寄付講座、社会連携講座 
2.10.1 「総合癌研究国際戦略推進」寄付講座 

「総合がん研究国際戦略推進」寄付講座は、アジアの癌医療の向上に資する情報基盤形成に資する

ことを目的に、武田薬品工業株式会社、株式会社ヤクルト、小野薬品工業株式会社からの寄付を受

け、2015 年 4 月より情報学環において研究を行ってきた。 

本講座においては、アジア多施設共同研究（A-CaP Study）により、アジア各国の研究機関からの

情報を収集し、診断・治療の実態とその社会的背景についての学際的比較研究を行い論文化してい

る。各医療機関から連結可能匿名化した情報を収集し、データの解析を行う研究実施体制の構築が進

み、癌診断時の治療選択や医療資源配分を検討する際に有用な情報として、アジア各国の治療指針の

策定に資する情報基盤ができつつある。これにより、医学研究のみならず治療選択の実態が明らかに

なることからアジアの高齢化社会を読み解く指標の創出につながるものである。 

またこうした実践的な癌情報の収集と利活用を目指す情報学的研究基盤強化のためには、医療デー

タのみならず、ダイナミックに激動するアジア社会が抱える諸課題を学際的な観点から掘り下げてい

く作業が必要となる。そこで、本講座では、従来の学際情報学府が作り上げてきた教育をベースに、

癌を学際的に捉える教育プログラム Cross-boundary Cancer Studies の開発と実践を行い、文理融合

的な知を目指し通年授業として「アジアでがんを生き延びる」と「Surviving Cancer in Asia」を開講

している。本寄附講座は、2021 年 3 月をもって 6 年間にわたる研究を終了する。2020 年度は、最後

の研究成果の取りまとめのプロセスを進めてきた。 

  

主な研究課題 

実践的な癌情報の収集と利活用を目指す情報学的研究基盤整備 

アジアの高齢化社会に資する癌の Universal Health Coverage（UHC）の研究 

癌を学際的に捉える教育プログラム Cross-boundary Cancer Studies の開発と実践 

アジア開発課題としての癌対策の知見のアーカイブ化 

次世代の癌国際連携の有機的連携の在り方についての動向分析 
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2.10.2 講談社・メディアドゥ 新しい本寄付講座 

 DNP 学術電子コンテンツ研究寄付講座（2017 年～2021 年）における「Beyond Book Project

（BBP）」の検討成果を踏まえて、デザイン思考をベースに試作・製品化に向けた検討を行い、社会実

装を目指す寄付講座である。 

 テクノロジードリブン・デザイン思考をベースとしたプロダクト α の開発を行ない、出版社の寄付

講座である強みを活かした社会実装を進める。さらに、デジタルネイティブ世代の観点から「新しい

本」の可能性についても議論し、SF プロトタイピング・アート思考・インパクト思考をベースとした

新しいプロダクト β のコンセプトを形成する。 

 2022 年度は、以上の 2 プログラムを同時並行で実施した。そのため検討チームも 2 編成（α チーム

と β チーム）とし、メンバーの重複は妨げなかった。 

 プロダクト α は専門家が開発したテクノロジーと現在のユーザ動向からフォアキャスティングする

方略に基づき、プロダクト β は若い世代が描く未来像からバックキャスティングする方略で進行し

た。これらを相互補完的に噛み合わせ「新しい本」の具体像に結実させることを目的とした。 

 合わせて旧講座で取り組んできたデジタル教材利活用制度整備に関する検討も進め、新しい活用制

度フレームづくりと関係者への提案を行なった。 

 また、デジタルコンテンツ構築やデジタルアーカイブ振興を図るため、当講座が事務局を担うデジ

タルアーカイブ学会等関連団体の支援と協力を進めた。 

 2022 年度には、上記の定常的な活動に加えて、講座の発足記念シンポジウム（5 月 19 日）、「新し

い本」を考える：デジタルアース課題のオープン講評会（7 月 25 日）、SF プロトタイピングワークシ

ョップ（10 月〜2 月）、『デジタルアーカイブ学会誌』第 6 巻第 3 号 (2022 年 8 月号) 特集：ビヨン

ドブックの可能性の企画・編集などを実施した。 

 

2.10.3 ヒューマンオーグメンテーション社会連携講座 

 2017 年 4 月より 2020 年３月まで設置されていた「ヒューマンオーグメンテーション学（ソニー寄

付講座）」を継承・発展させる形で、「ヒューマンオーグメンテーション社会連携講座」が 2020 年 8 月

より発足している。ヒューマンオーグメンテーション（人間拡張）学という新たな学問領域を開拓し

ていくことを通じて、産業界と教育界を活性化させ、未来を創る人材の育成と強化に繋げていくこと

を狙いとしている。参加企業はソニー株式会社、京セラ株式会社、凸版印刷株式会社、株式会社ティ

アフォーの 4 社である。発足以来、公開セミナーをオンラインで開催し、共同研究を進展させてい

る。また、総合分析情報学特論講義、VR 教育センターとも連携して、人間拡張の座学講義および履修

生が人間拡張に関わる課題解決を行う講義を実施した。本社会連携講座が想定する研究課題として人

間と AI が融合する Human-AI インテグレーションの概念提案、身体装着、空間再現型テレプレゼン

スシステムの研究、ポストコロナにおけるテレプレゼンス型ワークスタイルの研究、自動運転技術と

人間拡張の相補的なインタフェースの研究、技能獲得プロセスの解明および支援システムなどがあ
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る。共同研究成果は、当該分野のトップカンファレンス国際学会での論文賞受賞や基調講演にもつな

がり、社会実装活動も進行させている。 
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3 研究活動 

3.1 概況 
 研究組織としての情報学環は、異領域の出会いの場である。それぞれの専門領域で活躍する教員た

ちが、学環で出会い、学生の教育や共同研究などを通じて交流し、知見と展望を広げていく。そのよ

うな学問的異種交配を促進するため、教育組織（学際情報学府）とは別個の、学内他部局からの流動

教員制度を基盤とする研究組織として情報学環は成立している。一方で、情報学環の設立から 15 年が

経過し、この間、情報技術そのものもその社会への浸透も大きな変化を遂げている。情報学環に必要

とされる学際的研究のあり方もおのずから変化をしており、学術的にはより焦点をしぼったものが、

社会的にはより実装性に配慮したものが求められている。これらの学術的・社会的潮流への対応とと

もに、新しい学際的研究のあり方を、情報学環は模索し続けている。 

 

3.1.1 文理の相互作用と連携 

 

情報学環の研究のキーワードは文理越境である。伝統的に日本の大学においては、学問研究は文系と

理系に大きく分けられてきたが、情報学環が中心研究領域とする社会情報学と学際情報学では、情報

技術と情報社会の両面についての知見が必要とされるため、その区分けを相互に越境し、交流してい

くことが求められている。情報学環はそのような文理連携の研究組織論に基づいて設立されており、

しかも、その文理の比重が大きく偏ることなく、バランスを保っていることが大きな特色である。 

 

現在、情報学環では文理連携型の大小さまざまな研究プロジェクトが実施されている。社会連携講座

は「反転学習社会連携講座」（2013〜2018年度）と「『情報技術によるインフラ高度化』社会連携講

座」（2014〜2019年度）、寄附講座は「角川文化振興財団メディア・コンテンツ研究寄付講座」（201

3〜2017年度）、「総合癌研究国際戦略推進寄付講座」（2015〜2020年度）、「セキュア情報化社会研

究寄付講座」（2015〜2020年度）、「DNP学術電子コンテンツ研究寄付講座」（2015〜2018年度）、

「ヒューマンオーグメンテーション学寄付講座」（2017〜2020年度）、「エドテック連携研究機構」

（2019年度〜）が、それぞれの領域についての活発な活動を展開してきた。 

 

3.1.2 流動教員制度 

情報学環独特の仕組みにとして、流動教員制度がある。これは設立当初、学内の情報関連教員を糾

合し、ネットワーク組織型に新しい大学院を創設するため、学内関連部局の協力を得て作り出された

ものである。これにより、情報学環に所属する教員には、基幹教員と流動教員の 2 種類が存在する。 

基幹教員は、情報学環に固有のポストの中の基幹教員枠で採用されている教員である。その教員室

のスペースも学環によって手当てされている。それに対して、流動教員は、流動元の部局から情報学

環へ時限で振替られている流動教員枠及び情報学環に固有の流動教員枠を使って、流動元の部局より

時限で配置換えになって情報学環に所属している教員である。情報学環は、その教員スペースを現状

では手当てできず、流動元部局のスペースを使用している場合が多い。 
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この流動教員制度により、情報学環の研究組織は研究者の循環と入れ替わりの仕組みを内蔵してお

り、もって研究活動に常にイノベーションの条件を保障しようとしているのである。流動教員の立場

からすれば、情報学環に流動教員として参加することによって、元部局とは異なった学際的な教育研

究環境に入ることが可能であり、また研究所が元部局の教員にとっては大学院教育に通常の義務と権

利で加わる機会が得られることとなる。こうした条件が研究者同士に新たな刺激を生み出すととも

に、従来の枠を脱する糧となると見込まれている。こうした組織論による利得は、現在、大小さまざ

まの研究プロジェクトの活動に見て取ることができる。 

 

 

3.2 大型研究プロジェクト（1,000 万円以上規模） 
各教員が研究代表者となって行う研究プロジェクトでも、以下に示すとおり大型研究プロジェクト

（事業規模 1 千万円以上）を積極的に展開している。 

 

＜科学研究費助成事業＞ 

学術変革領域研究(A)「実体の質感情報を引き出すフィジカルメディアの設計と表現実践」（研究代表

者 筧 康明） 

 

基盤研究(A) 「脳卒中リスク予測のための全身―脳循環代謝の解析システム構築」（研究代表者 大島 

まり） 

 

基盤研究(A) 

「EHD流体制御に基づくやわらかいモノへの表現機能の埋め込みとインタラクション創出」（研究代

表者 筧 康明） 

 

基盤研究(B)「AIを用いて日常用語を学術用語に変換する探究支援ツールの開発」（研究代表者 山内 

祐平） 

 

基盤研究(B)「画像領域分割による軌道計画・制御・検査の同時実現と3Dプリンタへの応用」（研究代

表者 山川 雄司） 

 

 

基盤研究(B)「ウェアラブル眼光学計測と光変調による視覚の自在制御技術の提案」（研究代表者 

伊藤 勇太） 

 

基盤研究(B)「個人データメタアナリシスによる患者の価値を反映させたエビデンスの再評価」（研究

代表者 大庭 幸治） 
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挑戦的研究（開拓）「機械学習を用いた東アジア数理調和思想の実証的研究と共生倫理の検討」（研

究代表者 伊東 乾） 

 

 

＜受託研究／共同研究＞ 

（国研）科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（CREST）「技能獲得メカニズムの原理解明お

よび獲得支援システムへの展開 ／技能の獲得支援技術の開発」（研究代表者 暦本 純一） 

 

（国研）科学技術振興機構 ムーンショット型研究開発事業「身体的能力と知覚能力の拡張による身

体の制約からの解放／脳情報を用いたコミュニケーション技術の開発」（研究代表者 暦本 純一） 

 

（国研）科学技術振興機構 創発的研究支援事業「光線場変調による人の現実世界認識の拡張」（研

究代表者 伊藤 勇太） 

 

（国研）情報通信研究機構 「人間拡張・空間創成型遠隔作業支援基盤の研究開発」（研究代表者  

暦本 純一） 

 

日本アイ・ビー・エム（株）「日本の産業界を代表する企業の経営幹部を迎えて、ＩＢＭと東京大学

が「日本国、日本企業、日本人の特徴と強みを活かした新しい日本社会のあり方」という命題を解

く」（研究代表者 中尾 彰宏） 

 

エクシオグループ（株）「ローカル５Ｇ広域エリアにおける自動運転関連データに係るセキュアかつ

効率的なエッジ処理実証」（研究代表者 越塚 登） 

 

（株）帝国データバンク「企業ビッグデータを用いた没入型可視化の研究」（研究代表者 渡邉 英

徳） 

 

（株）マイナビ「２０代の仕事からの学習・成長を診断できる質問紙の開発」（研究代表者 山内 

祐平） 

 

（株）イオンファンタジー「多様なデジタルゲームの遊びを学びに接続する支援プログラムの開発」 

（研究代表者 藤本 徹） 

 



 

39 

Ⅰ．現状と課題 

（株）光庭インフォ「車両制御に資する近接移動物体検知等の車両運動環境認知画像処理の研究」

（研究代表者 山川 雄司） 

 

東日本高速道路（株）「新たなデータ利活用に関する共同研究」（研究代表者 越塚 登） 

 

（株）ＺＯＺＯ ＮＥＸＴ、株式会社細尾「伝統工芸と先端技術を組み合わせたスマートテキスタイ

ルの開発」（研究代表者 筧 康明） 

 

鈴与（株）「物流データの可視化に関する研究」（研究代表者 渡邉 英徳） 

 

（株）リコー「生産ロボットの高機能化技術の研究」（研究代表者 山川 雄司） 

 

ソニー（株）「味覚の拡張に関する共同研究」（研究代表者 暦本 純一） 

 

凸版印刷（株）「能力アーカイブ、能力伝承の人間拡張技術の研究開発」（研究代表者 暦本 純

一） 

 

京セラ（株）「Human Augmentation の研究開発」（研究代表者 暦本 純一） 

 

（株）ティアフォー「自動運転技術の方向性の多様化」（研究代表者 暦本 純一） 

 

パーソルクロステクノロジー（株）「高速柔軟ロボティクスを用いた協働型ロボットの研究開発」

（研究代表者 山川 雄司） 

 

積水ハウス（株）「社会デザイン視点でのソーシャルライフに関する研究」（研究代表者 佐倉 

統）   

 

3.3 付属センターの役割 
3.3.1 社会情報研究資料センター 

大学院情報学環附属社会情報研究資料センターは、1964 年 1 月に当時の新聞研究所内に開室された

「プレスセンター」を前身として、1967 年 6 月に新聞研究所附属施設「新聞資料センター」として正

式に発足し、1992 年 4 月に新聞研究所が社会情報研究所に改組されるにあたって「情報メディア研究

資料センター」と改称されたものである。2004 年 4 月、大学院情報学環・学際情報学府と社会情報研

究所の統合に伴い、「社会情報研究資料センター」と再改称し、今日に至る。 

本センターは、新聞資料を中心とした各種メディア情報資料を収集・整理し、学内外の研究者の利用

に供することで、社会情報学に関する研究の発展に寄与している。現在、本センターの収蔵資料は製本
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済原紙約 6,000 冊、縮刷版約 8,000 冊、マイクロフィルム約 45,000 リールに及ぶ。センターの閲覧室

には、利用者のために各種データベース閲覧用 PC とマイクロフィルムのデジタルデータ変換機能をも

つマイクロリーダーを設置して利用者の便宜を図ると共に、従来のマイクロリーダーも継続利用して需

要に応えている。また、本センターの定期刊行物として「社会情報研究資料センターニュース」を刊行

している。 

2007 年度から 2011 年度にかけては、東京大学新規教育研究事業「社会情報研究資料センターの高度

アーカイブ化計画」として、（1）整理保存機能の高度化、（2）利活用機能の高度化、（3）教育研究機

能の高度化、（4）情報化アーカイブ機能全般の高度化に重点を置いたプロジェクトを遂行した。ハード

面での取り組みとしては、デジタル化スタジオの整備、収蔵庫の整備、展示室を閲覧室に改築が行われ、

ここで整備されたスタジオは、2017 年度よりアーカイブスタジオとして学内者向けに貸し出しを行っ

ている。その他、『坪井家関連資料目録』・『小野秀雄関係資料目録』の 2 冊の目録発行、『文化資源

のデジタル化に関するハンドブック』および『新規教育研究事業「社会情報研究資料センターの高度ア

ーカイブ化事業」事業報告書』の発行、社会情報研究資料センター・情報学環・学際情報学府図書室が

所蔵する貴重資料の一部を収録した Digital Cultural Heritage（以下、DCH）を構築・公開を行った。

2016 年度から 2017 年度にかけては、DCH をより汎用性のある、幅広い利用が可能なアーカイブシス

テムとして再構築し、2018 年 11 月にリニューアル本公開を開始している。 

2017 年度より学内のデジタルアーカイブズ構築事業のひとつとして予算配分を受けた所蔵新聞原紙

資料のデジタル化の成果は、この DCH を活用して公開しており、2019 年度には東京大学学術資産ア

ーカイブ化推進室セミナー「東京大学デジタル万華鏡～デジタルアーカイブズ構築事業の成果紹介とこ

れからの活用を考える～」にても、本事業と DCH についての説明と成果報告を行った。2022 年にはバ

ジル・ホール・チェンバレンが所蔵していた小川一真作製のコロタイプ写真帖のデジタル画像化に着手

しており、引き続き幅広い希少資料の公開に取り組んでいる。なお、DCH では新規に作成したデータ

を公開するだけでなく、過去のプロジェクトで整理を行った資料群のデータも追加している。2018 年

度から 2020 年度にかけては、大井第一小学校寄贈資料の目録データとサムネイルの公開、一部のみの

公開にとどまっていた小野秀雄コレクションの全データの追加作業への着手、情報学環・学際情報学府

図書室所蔵ポスター類のデジタル画像化などを行い、資料の利活用をはかるための作業を積極的に進め

てきた。また、当センターにおいて蓄積されたデジタルアーカイブズ構築のノウハウを生かし、毎日新

聞社、東京大学、京都大学の共同研究「戦中・戦前の報道写真を用いたストーリーテリング・デジタル

アーカイブのデザイン」にも参加している。 

2020 年度における当センターの資料閲覧対応については、新型コロナウイルスの感染拡大防止のた

め、2020 年 3 月から閲覧予約の受付を停止していたが、2021 年 3 月から学内者限定で事前予約制閲覧

の受付を再開した。 

 

3.3.1.1 情報学環メディア・コンテンツ研究機構 

 情報学環メディア・コンテンツ研究機構は、2009 年 9 月の設置以来、メディア・コンテンツ分野の

研究開発や教育推進、産・官・学の連携の発展、国際的な人材養成の展開のための活動を行ってきた。
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2011 年度から「知識コンテンツ基盤拡充に向けた横断型教育モデルの国際展開」プログラムを開始し、

2012 年度からは、大学院横断教育プログラム「デジタル・ヒューマニティーズ」を立ち上げた。引き続

き、高麗大学校応用文化科学センターとの共催ワークショップ、一般社団法人放送人の会との共催シン

ポジウム、東京国立近代博物館フィルムセンターおよび東京藝術大学大学院映像研究科とのコラボレー

ション・プロジェクトを展開した。その成果は、2013 年と 2015 年に設置された、角川文化振興財団メ

ディア・コンテンツ研究寄付講座、DNP 学術電子コンテンツ研究寄付講座に結実し、両講座を基礎にし

た学術文化活動が実現することとなった。 

 また 2016 年から、主要な学術系デジタルアーカイブ研究関連機関・関係者が一同に会し、デジタル

アーカイブの研究開発に関する情報交換・意見交換を行う「デジタルアーカイブ研究機関連絡会」を運

営している。同連絡会は現在まで 9回の会合を持ち、デジタルアーカイブ整備の促進に取り組んでいる。

また地方新聞のデジタル化と利活用について、並行して検討を進めている。2022 年度は、「講談社・メ

ディアドゥ 新しい本寄付講座」と連動し、以下の活動に協力した。 

 

• 寄付講座の発足記念シンポジウム（5 月 19 日）、「新しい本」を考える：デジタルアース課題

のオープン講評会（7 月 25 日）、SF プロトタイピングワークショップ（10 月〜2 月）、『デジ

タルアーカイブ学会誌』第 6 巻第 3 号 (2022 年 8 月号) 特集：ビヨンドブックの可能性の企画・

編集。 

 

3.3.2 総合防災情報研究センター 

 総合防災情報研究センターは、2008 年 4 月 1 日に、東京大学の大学院情報学環、地震研究所、生産

技術研究所の連携により、情報の概念を核とした文理融合型の総合的な防災研究機関として設立され

た。2020 年度は、以下の活動を実施した。 

第 1 に、2021 年 2 月 1 日、東京大学災害・復興知連携研究機構が発足した。情報学環が主幹部局と

なって、総合防災情報研究センターを構成する情報学環、地震研究所、生産技術研究所に加え、医学

部附属病院、工学系研究科、農学生命科学研究科、アイソトープ総合センターによって構成される。

総合防災情報研究センターはこの中核として、今後、防災研究、復興研究を全学的に進めていく。 

第 2 に、2020 年度の概算要求に対し、FSI 基金として本部より事業化が認められ、「未来情報社会

における次世代リスクコミュニケーション研究・教育拠点」を進めることとなった。これは、今まで

の CIDIR の研究事業を前提に教育事業にまで広げるもので、学際情報学府における科目を新たに設置

し、またフィールドワーク型の講義を増やすなど、教育面で強化していこうというものである。これ

に関連して「原子力災害論 III」、情報学環教育部「メディア・ジャーナリズム研究指導」の履修学生

を連れ、福島県沿岸部および東京電力福島第一原子力発電所へのスタディツアーを実施した。 

研究面では、本来はフィールドに根差した研究が多い CIDIR の研究者はコロナ禍で苦労しつつも、

各自がコロナ禍における災害対応やコロナ禍ならではの災害研究を進めた。コロナの感染状況そのも

のに関する分析、コロナ禍の避難に関する研究、谷根千周辺における地震観測と 1855 年安政江戸地震

時の被害をつなげた分析、コロナに関するリスク認知に関する国際比較研究などである。 
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教育面では、上記の通り、科目を増やし、学際情報学府コース横断型科目として「災害情報論 I」

「災害情報論 II」「災害情報論 III」、「原子力災害論 I」「原子力災害論 II」「原子力災害論 III」

「リスク・コミュニケーション」を開講した。なお、分析コースにおいて「総合分析情報学特論 XIV

（災害情報特論）」、情報学環教育部「メディア・ジャーナリズム研究指導」、教養学部「情報メデ

ィア表現論」も開講した。 

以下に、2020 年（令和 2 年）度の主な活動をミッション毎に示す。 

 

3.3.2.1 災害情報の生産－伝達－受容過程の解明 

 NHKスペシャルとそこで放映されたドラマ「パラレル東京」、およびその放送と同時展開されたLIN

Eを用いたシミュレーション型のオンライン防災訓練の開発に協力した。また、この放送と同時期に、

首都直下地震の想定や対応について問う大規模なパネル調査を実施した。 

 
3.3.2.2 首都直下地震災害の全体像の把握 

首都直下地震災害の全体像の把握に向けて、地震の性質が類似していると考えられる 1923 年関東地

震の記録の収集・分析を引き続き継続した。 

 

3.3.2.3 大学 SCMモデルの開発 

全学の防災対策の構築を訓練企画や防火防災部への協力を通じて進めた。また、災害時に強い無線

伝送式簡易地震計観測を進めた。 

 

3.3.2.4 災害情報教育の実施とプログラム開発 

学際情報学府コース横断型科目を増とし、「災害情報論 I」「災害情報論 II」「災害情報論 III」、

「原子力災害論 I」「原子力災害論 II」「原子力災害論 III」「リスク・コミュニケーション」を開講

した。なお、分析コースにおいて「総合分析情報学特論 XIV（災害情報特論）」、情報学環教育部

「メディア・ジャーナリズム研究指導」、教養学部「情報メディア表現論」も開講した。 

また、社会との連携を図る上で、ライフライン・マスコミ連携講座を各月に開催した。 

 

3.3.3 ユビキタス情報社会基盤研究センター 

ユビキタス・コンピューティング（Ubiquitous 

Computing）は、坂村健・情報学環名誉教授が1984年に、世界に先駆けて提唱した情報通信技術体系で

ある。ユビキタス・コンピューティング（UC）分野の中核であった、基盤としてのシステム研究に加

え、UCの発展型であるIoT（Internet of 

Things、モノのインターネット）によって得られる、基盤としてのデータに着目し、データ駆動型社会

の基盤のあり方を、情報技術や情報社会学的側面から多面的かつ学際的な研究・教育を実施する。ま

たこれまでのセンターの研究によって蓄積した学術研究成果を、社会へ普及する活動や人材育成活動

を実施している。 
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経緯 

Ubiquitous 

Computing/IoTは、東京大学から、1984年に世界に先駆けて提唱した情報通信技術体系である。その先

進性を活かして取り組んだ、21世紀COEプログラム「次世代ユビキタス情報社会基盤の形成」（平成1

6～20年度）の研究成果を引き継ぎ、平成21年には、研究拠点としてユビキタス情報社会基盤研究セン

ター、教育拠点として学際情報学専攻・総合分析情報学コース（http://www.utacs.org/）が設立された。

本センターでは、Ubiquitous 

Computingに関する世界最高の教育・研究拠点の中核を担うことを目的とし、Ubiquitous 

Computingを活用し、それを社会基盤化するために必要な技術や社会制度などを包括的に研究し、それ

を実社会に適用することによって、国内だけでなく、世界で顕在化している様々な社会問題の解決に

向けて取り組んでいる。 

 

主要な活動 

(1) 東京大学情報学環オープンデータセンター（UTODC） 

日本の自治体がオープンデータ化または、EBPM (Evidence-Based Policy Management) 

に取り組むためのテストベッド環境の提供、及び人材育成プログラムを、産官学共同ですすめている。 

(2) 東京大学III-LBP研究会 

プログラミング教育のあり方及び、それに必要なツールの研究開発を実施している。 

 

組織概要 

設置年月日：平成21年4月1日 

名称：ユビキタス情報社会基盤研究センター 

センター長：越塚 登・教授 

設置形態：大学院情報学環 附属研究施設 

担当教職員： 

⚫ 教授   越塚  登（兼務） 

⚫ 教授   中尾 彰宏（兼務） 

⚫ 教授   暦本 純一（兼務） 

⚫ 准教授  道方 孝志（兼務） 

⚫ 特任講師 濱田 健夫（兼務） 

 

 

4 社会との交流 

4.1 国際的委員会 
情報学環教員は、IEEE、ACM 等の国際学会が開催する会議の運営委員等を通じて、国際的な研究

の推進に貢献をしている。 
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福嶋 政期  ACM Symposium on Virtual Reality Software and Technology (VRST),  Program 

Committee 

福嶋 政期 ACM Interactive Surfaces and Spaces (ISS), Program Committee 

高木 聡一郎 The Review of Socionetwork Strategies, editor 

葛 杭麗 IEEE BigData 2022, Program Committee 

 

 

4.2 政府・自治体委員会 
情報学環教員は、政府・自治体委員会の委員等としても活躍し、情報通信などにかかわる政策立案

等に参画することで、社会に貢献している。 

 

〈政府〉 

関谷 直也  内閣府 噴火時等の避難計画の手引き作成委員会 委員  

関谷 直也  内閣官房 東日本大震災対応総括室 東京電力福島第一原子力発電所事故にお

ける避難実態調査委員会 委員  

永石 尚也  総務省 情報通信政策研究所 情報通信法学研究会 構成員  

前田 幸男  日本学術振興会 人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事

業研究員（Program Officer）  

渡邉 英徳  内閣府 「デジタルアーカイブジャパン推進委員会」 実務者検討委員会委員  

越塚 登  内閣府 プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装に関する検討

会・委員  

越塚 登  内閣府  スーパーシティ／スマートシティの相互運用性確保に関する検討

会・座長  

越塚 登  内閣官房 次期地理空間情報活用推進基本計画の策定に向けた検討会・委員  

越塚 登  内閣官房 IT 総合戦略室 オープンデータ伝道師  

越塚 登  国土交通省 社会資本整備審議会及び交通政策審議会 環境部会及び技術部会 

グリーン社会 WG・委員  

越塚 登  国土交通省 GTFS-JP に関する検討会・座長  

越塚 登  国土交通省 交通分野におけるデータ連携の高度化に向けた検討会・委員長  

越塚 登  国土交通省 社会資本整備審議会 交通政策審議会 気象分科会・委員  

越塚 登  国土交通省 社会資本整備審議会・交通政策審議会 技術部会・委員  

越塚 登  総務省 郵便局データ活用検討会・委員  

越塚 登  総務省 情報通信審議会情報政策部会・委員  

越塚 登  デジタル庁 データ戦略推進 WG・委員  
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越塚 登  デジタル庁 デジタル社会構想会議・委員  

小川 真理子  内閣府 男女共同参画局 相談調査研究事業検討会委員  

高木 聡一郎  公益財団法人日本国際問題研究所 「反グローバリズム再考：国際経済秩序を

揺るがす危機要因の研究」サブ・プロジェクト I：世界経済研究会 委員 

 

〈自治体〉 

関谷 直也  名古屋水防災情報共有推進連携会議委員  

渡邉 英徳  大分県教育委員会 大分県立佐伯鶴城高等学校スーパーサイエンスハイスクー

ル（SSH）事業に係る運営指導委員  

越塚 登  東京都 東京デジタルサービス会議・委員  

越塚 登  東京都 神宮前五丁目地区 まちづくりに向けた有識者会議・委員  

越塚 登  東京都 「ICT 先進都市・東京のあり方懇談会」委員  

越塚 登  東京都 都市の 3D デジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ・

座長  

越塚 登  千葉市 新基本計画審議会スマートシティ部会・委員  

越塚 登  市原市 いちはらイノベーションアドバイザー  

越塚 登  横須賀 スマートモビリティ推進コンソーシアム 技術 WG 座長  

越塚 登  宇部市 スマートシティアドバイザー  

越塚 登  小田原市 デジタル政策最高顧問  

越塚 登  高知県 IoT 推進アドバイザー  

小川 真理子  東京都渋谷区 男女平等・多様性社会推進会議会長  

小川 真理子 神奈川県横浜市 男女共同参画センター横浜中学高校生 LINE 相談検証会委員 

 

4.3 学協会活動 
情報学環教員は、国内外の関係学会の活動に積極的に参加しており、会長や副会長など、学会の要職

等を通じて学協会活動に貢献している。 

 

石崎 雅人 日本ヘルスコミュニケーション学会 代議員 

板津 木綿子 アメリカ学会 常務理事 

大庭 幸治  日本計量生物学会 評議員  

小川 真理子 国際ジェンダー学会 監査 

小川 真理子 日本フェミニスト経済学会 幹事 

関谷 直也  日本災害情報学会 東日本大震災調査団 団長  

山名 淳  日本フンボルト協会 評議員  

山名 淳  世界新教育学会 理事  

山名 淳  教育哲学会 理事  
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山名 淳  教育思想史学会 理事  

山名 淳 日本教育学会 理事 

渡邉 英徳  日本学術会議 総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会・社会

に資する可視化の小委員会  

渡邉 英徳  デジタルアーカイブ学会 理事  

渡邉 英徳  日本バーチャルリアリティ学会 アート＆エンタテインメント研究会 幹事  

上條 俊介  一般社団法人電子情報通信学会 ITS 研究専門委員会顧問  

越塚 登  一般社団法人ユニバーサルメニュー普及協会 理事  

越塚 登  一般社団法人スマートシティ・インスティチュート エグゼクティブ・アドバ

イザー  

越塚 登  一般社団法人 AI データ活用コンソーシアム 理事  

越塚 登  一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構 理事 

 

 

4.4 他組織役職 
情報学環教員は、公益団体や他大学の役員・委員などとして、積極的に社会貢献を行っている。 

 

佐倉 統 株式会社編集工学研究所 Hyper-Editing Platform［AIDA］アドバイザリーボ

ードメンバー 

佐倉 統 株式会社 NHK 文化センター 講師 

佐倉 統 公益社団法人自動車技術会 モビリティ社会部門委員会委員 

佐倉 統 公益財団法人トヨタ財団 トヨタ財団研究助成プログラム選考委員 

佐倉 統 株式会社朝日新聞社 日本科学未来館企画展「きみと、ロボット〜にんげんっ

てなんだ？〜（仮）」監修協力 

佐倉 統 日本放送協会 中央放送番組審議会委員 

佐倉 統 公益社団法人企業メセナ協議会 「This is MECENAT」審査委員及び「メセナア

ワード」選考委員 

藤本 徹 特定非営利活動法人 Educe Technologies 理事 

前田 幸男 スマートニュース株式会社 スマートニュース・メディア価値観全国調査・共

同座長 

前田 幸男 明るい選挙推進協会 選挙に関する意識調査の監修者 

前田 幸男 共同通信社 世論調査アドバイザー 

山名 淳 山梨学院小学校学習センター 客員研究員 

上條 俊介 首都高速道路 交通対策検討会委員 

越塚 登 IoT 推進コンソーシアム 運営委員 
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4.5 シンポジウム・研究会・公開講座 

情報学環・学際情報学府の教育研究活動の成果などを公開するため、別表に示すさまざまなイベン

トを実施した。 

入試説明会は、学環・学府の全体像を受験生によく理解してもらうことに留意し、学環長・専攻長

に学環・学府全体を、そして各コース長にコースでの教育研究について語ってもらう時間を設けた。

また、各研究室や研究プロジェクトを教員や学生が紹介するためのブース展示を併設し、受験生と直

接交流する機会を設けた。 

学環・学府創設以来続いている、大学院生や教育部研究生らによるメディア・アート、デジタル情

報技術の展覧会である制作展は、年 2 回実施される、内外に多くファンを持つ一大イベントである。

20 年度は COVID-19 による活動制限のもと，7 月に EXTRA2020「WHO ZIPS YOU?」を、11 月に

東京大学制作展 "弛む"をオンラインで実施し，多数の来場者を得た。 

10 月 17 日に開催された東京大学ホームカミングデイでは、越塚登学環長のあいさつの後、渡邉英

徳教授が中心となって企画した「ディスタンス時代における『学際』」と題するオンライン・パネルデ

ィスカッションが実施された。渡邉英徳教授の司会のもと、メディアアーティスト・筑波大学准教授

の落合陽一氏、本学医科学研究所特任研究員の李怡然氏とディスカッションがかわされ，250 名以上

の参加者を得た。 

 下記は、さまざまな研究プロジェクトによる公開研究会、シンポジウムなどの一覧である。いずれ

も学際的なチャレンジをしている営みだといえる（学環・学府ウェブサイト上に公開されたプロジェ

クトのみで、全てを網羅しているわけではないことにご留意願いたい）。 

 

【シンポジウム・講演会】   

      

NO 実施日程・場所    タイトル・主催者・主要登壇者等 

1  
2022年4月12日（火） 

オンライン 

第2回シンポジウム「Ed-AIが生みだす未来の教育」 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

安西祐一郎 

（日本学術振興会顧問）、乾健太郎（東北大学大学院情報科学研

究科教授、理化学研究所革新知能統合研究センター自然言語理解

チームリーダー）、西田文比古（NTTラーニングシステムズ株式

会社取締役）、持丸正明（産業技術総合研究所人間拡張研究セン

ター長）、兼村厚範（国立研究開発法人産業技術総合研究所招聘

研究員） 

越塚登（情報学環教授）、開一夫（情報学環教授） 
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2  
2022年5月19日（木） 

ワテラス コモンホール 

東京大学「講談社・メディアドゥ新しい本寄付講座」発足記念シ

ンポジウム 

主催：東京大学大学院情報学環「講談社・メディアドゥ新しい本

寄付講座」 

後援：デジタルアーカイブ学会、デジタルアーカイブ推進コンソ

ーシアム 

 

吉見俊哉（情報学環教授）、渡邉英徳（情報学環教授）、石田英

敬（東京大学名誉教授） 

馬田隆明（産学協創推進本部FoundXディレクター）、小林エリ

カ（漫画家・作家）、柴野京子（上智大学教授）、鷹野凌（NPO

法人HON.jp理事長） 

3  
2022年7月1日（金） 

情報学環オープンスタジオ 

東京大学制作展 Extra 2022 / Emulsion 

iiiExhibition Extra 2022 / Emulsion 

主催：東京大学大学院情報学環・学際情報学府 

 

学際情報学府大学院学生、情報学環教育部研究生 

担当教員等：苗村健、渡邉英徳、筧康明、伊達亘、曽根光揮、武

井祥平 

4  
2022年7月22日（金） 

工学部2号館92B 

ITASIA「レデントーレ」 講演会 

主催：学際情報学府ITASIAコース 

 

アン・アリソン（デューク大学文化人類学科教授） 

5  

2022年8月8日（月） 

Beyond AI研究推進機構 

拠点スペース/Zoom 

Aynne Kokas氏講演会「Trafficking Data: How China is Winning the 

Battle for Digital Sovereignty」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

後援：東京大学Beyond AI研究推進機構 

 

アン・コカス（米・バージニア大学准教授） 

板津木綿子（情報学環教授） 
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6  
2022年9月7日（水） 

オンライン 

台日気象産業ウェビナー 

 

主催：社団法人台湾気候サービス連盟 

共催：東京大学大学院情報学環・学際情報学府、財団法人中華経

済研究院 

後援：台湾交通部中央気象局 

 

山内祐平：情報学環教授・学環長、 

越塚登：情報学環教授/気象ビジネス推進コンソーシアム(WXBC)

・会長、道方孝志：情報学環准教授 

陳泰然：台湾気候サービス連盟・理事長、鄭明典：中央気象局・

局長、張傳章：中華経済研究院・院長、程家平：中央気象局・副

局長/中華民国気象学会・理事、向縄嘉律哉：DataGateway 

株式会社・代表取締役社長、毛暁夫：資拓宏宇国際株式会社・副

社長/台湾気候サービス連盟・理事、趙恭岳：国際気候発展協会(I

CDI)・最高経営責任者、村上文洋：気象ビジネス推進コンソーシ

アム(WXBC)・新規気象ビジネス創出WG・座長、彭啟明：天気

風険管理開発株式会社・創設者兼社長/台湾気候サービス連盟・

理事、田原春美：気象ビジネス推進コンソーシアム(WXBC)・人

材育成WG・座長 

7  
2022年9月28日（水） 

工学部2号館92B/Zoom 

Justin Gest氏講演会「Majority Minority: How Do Societies Respond 

to Demographic Change?」主催：東京大学Beyond 

AI研究推進機構B'AI Global Forum    

東京大学大学院学際情報学府アジア情報社会コースJustin 

Gest（米・ジョージ・メイソン大学准教授）久野愛（情報学環准

教授） 

8  
2022年10月14日（金） 

情報学環オープンスタジオ 

ITASIA ホームカミングデイ 2022 「ITASIA Homecoming Day 

2022」 

主催：学際情報学府ITASIAコース 

 

Alexandra HONGO (MA, 2011)、COO, Shiitake Creative Inc. 、Sam 

HOLDEN (MA, 2017) 
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9  

2022年10月15日（土） 

武田ホール 

／オンライン・Zoom 

東京大学ホームカミングデイ・トークセッション「危機のコミュ

ニケーション／コミュニケーションの危機」 

主催：東京大学大学院情報学環・学際情報学府 

 

有働由美子（情報学環客員研究員、フリージャーナリスト）、小

林 祥子（情報学環教育部OG、TBSテレビ） 

福井桃子（情報学環教育部研究生、JR東日本）、足立あゆみ（早

稲田大学、情報学環教育部研究生、NO YOUTH NO 

JAPAN）、森川 大誠（青山学院大学、情報学環教育部研究生） 

関谷直也（情報学環准教授） 

10  

2022年10月17日（月） 

Beyond AI研究推進機構 

本郷拠点/ 

オンライン・Zoom 

Lulu Shi氏講演会The Future(s) of Unpaid Work: How Susceptible Do 

Experts from Different Backgrounds 

主催：B’AIグローバル・フォーラム、東京大学Beyond 

AI研究推進機構 

 

Lulu Shi（オックスフォード大学 社会学科 

ポストドクトラルリサーチャー） 

11  
2022年10月29日（土） 

オンライン・Gather 

2022日韓台シンポジウム “Beyond Boundaries: Communication for 

diverse and multiple communities” 

主催：情報学環・学際情報学府、ソウル大学校社会科学大学言論

情報学科、国立政治大学伝播学院 

 

参加・発表者：各大学の教員及び学生 

12  

2022年11月18日～21日 

工学部2号館 

2階展示室・フォーラム、

同館9階92B、 

情報学環オープンスタジオ 

第24回東京大学制作展 「Emulsion ー 

混ぜる、混ざる、混ざらない？」 

主催：東京大学大学院情報学環・学際情報学府 

 

出品者：学際情報学府大学院学生、情報学環教育部研究生 

担当教員等：筧康明、苗村健、渡邉英徳、伊達亘、曽根光揮、武

井祥平 
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13  

2022年12月3日（土） 

情報学環福武ホール 

／オンライン 

Ed-AI 研究会第3回シンポジウム「Ed-AIの未来」 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

安西祐一郎（公益財団法人東京財団政策研究所所長、Ed-

AI研究会顧問）、遠藤信博（日本電気株式会社特別顧問）、嶋田

総太郎（明治大学教授）、今井倫太（慶應義塾大学教授）、坂本

一憲（WillBooster株式会社）、橋田浩一（東京大学教授）、納谷

太（日本電信電話（株）NTTコミュニケーション科学基礎研究所

）、安藤大作（公益社団法人全国学習塾協会会長）、小出泰久（

Google for Education 

日本統括）、中室牧子（デジタル庁デジタルエデュケーション統

括）、堀田龍也（東北大学教授） 

越塚登（情報学環教授）、開一夫（情報学環教授）、蜂須賀知理

（情報学環講師）、谷沢智史（東京大学特任研究員） 

14  

2022年12月6日（火） 

Beyond AI研究推進機構 

本郷拠点/ 

オンライン・Zoom 

Drs. Richard Carter-White and Maartje Roelofsen講演会 

「Embodiment, Deferral and (Dis)inhibition: Learning and Teaching 

Geography with VR」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

Dr. Richard Carter-White（Senior Lecturer in Human Geography at the 

School of Social Sciences, Macquarie University）、Dr. Maartje 

Roelofsen (Postdoctoral Researcher, Faculty of Economics and 

Business, Universitat Oberta de Catalunya) 

15  

2023年1月25日(水) 

～3月31日(金), 7月6日(木) 

ＮＥＸＣＯ東日本本社 

ＮＥＸＣＯ東日本 

渋滞予測チャレンジコンテスト主催：ＮＥＸＣＯ東日本、情報学

環2023年1月25日～3月31日（コンテスト期間）、7月6日（最終選

考・表彰式）審査員：越塚登（情報学環教授）澁谷遊野（空間情

報科学研究センター准教授）、楠田悦子（モビリティジャーナリ

スト）、 邢 

健（ＮＥＸＣＯ総研交通環境研究部交通研究担当部長）、中西 

規祥（ＮＥＸＣＯ東日本管理事業本部ＩＴＳ推進部長）  

      

      

【研究会・ワークショップ・

その他】 
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1  
2022年4月27日（水）  

Zoomミーティング 

2022年度第1回BAIRAL研究会「VRは人をどこまで共感させるか

？―その限界と使い方―」 

The 1st BAIRAL Research Meeting for 2022 “How far Can VR Make 

People Empathize?: Its Limitations and How to Use It” 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

工藤龍（学際情報学府修士課程）、畑田裕二（学際情報学府博士

課程） 

2  
2022年5月26日（木）  

Zoomミーティング 

2022年度第2回BAIRAL研究会「国際政治とAI：サイバーセキュ

リティからキラーロボットへ」 

The 2nd BAIRAL Research Meeting for 2022“International Politics and 

AI: From Cybersecurity to Killer Robots” 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

佐藤仁（立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科博士後期課程

） 

3  
2022年6月9日（木） 

オンライン・Zoom 

第四回Ed-AI教育データWG（WG3） 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

越塚登（情報学環教授、Ed-AI研究会会長） 

安達宗彦（APPLIC事務局）、小川直樹（株式会社内田洋行）、

藤原茂雄（日本IMS協会事務局長） 

4  

2022年6月29日（水） 

ON LINE 

/Zoomミーティング 

2022年度第3回BAIRAL研究会「ビジネス領域における社会科学

研究の活用」 

BAIRAL Research Meeting「The Application of Social Science for 

Business」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

前嶋直樹（Sansan株式会社） 
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5  
2022年7月19日（火） 

Zoomミーティング 

2022年度第4回BAIRAL研究会「『テクノロジーと社会の関係』

から考える、文化資源の教育現場へのストック＆フロー化」 

The 4th BAIRAL Research Meeting for 2022“Stock and Flow of 

Cultural Resources to the Educational Field from the Perspective of 

‘Relationship between Technology and Society’” 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

大井将生（学際情報学府博士課程／TRC-

ADEAC株式会社特任研究員） 

6  

 

2022年8月4日（木） 

ON LINE 

/Zoomミーティング 

第5回レジャー研究会「テクノロジーがもたらす『新しい搾取』

に抗する―Vチューバーと『身体の客体化』をめぐる問題―」 

The 5th Installment of Talk Series on “Inequity, Stereotypes, and Stigma 

in Leisure”「Against the “New Exploitation” Caused by Technology: 

Issues on Virtual YouTuber and the “Objectification of the Body”」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

鮎川ぱて（先端科学技術研究センター身体情報学分野稲見研究室

協力研究員／教養学部非常勤講師） 

7  
2022年8月4日（木） 

オンライン・Zoom 

第1回Ed-AI教育実践WG（WG2） 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

小﨑誠二（奈良教育大学准教授）、西端律子（畿央大学教授）、

長濱澄（東北大学大学院情報科学研究科准教授）、川田 

拓（東北大学大学院情報科学研究科特任助教）、齋藤大（株式会

社富士通総研シニアコンサルタント） 

8  
2022年8月16日（火） 

小柴ホール/オンライン 

東京大学災害・復興知連携研究機構 第１回公開研究会 

関東大震災の真相 — 研究30年の成果からOpen Research Meeting  

"Interfuculty Initiative in Disaster Prevention and Revitalization 

Research" The Truth About the Great Kanto Earthquake ： Based on 

30 Years of 

Research共催：災害・復興知連携研究機構、大学院情報学環附属

総合防災情報研究センター武村雅之（名古屋大学減災連携研究セ

ンター特任教授） 
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9  

 

2022年9月7日（水） 

Zoomミーティング 

2022年度第5回BAIRAL研究会「仕事の可視化から身分の匿名化

へ：デジタル時代における日本の記者職の変容について」 

The 5th BAIRAL Research Meeting for 2022“From the Visibility of 

Work to the Invisibility of Identity: Regarding the Transformation of 

Journalistic Activity in Japan in the Digital Age” 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

セザール・カステルビ（パリ・シテ大学東洋言語文化学部日本研

究学科准教授）など 

10  
2022年9月28日（水） 

Zoom 

第五回Ed-AI教育データWG（WG3） 

「教育現場における教育データの利活用とその課題」 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

越塚登（情報学環教授、Ed-AI研究会会長） 

佐藤昌宏（デジタルハリウッド大学教授） 

11  

 

2022年10月12日（水） 

情報学環・福武ホール 

/オンライン 

東京大学災害・復興知連携研究機構 

第２回公開研究会「震災復興の継承と大正デモクラシーの衰退」 

共催：災害・復興知連携研究機構、大学院情報学環附属総合防災

情報研究センター 

 

北原糸子（立命館大学歴史都市防災研究所客員研究員） 

12  

 

2022年10月18日（火） 

Zoomミーティング 

2022年度第6回BAIRAL研究会The 6th BAIRAL Research Meeting 

for 2022 

「emaとは何者か？― 

AIによって生成されたバーチャルボディを通して人種とジェンダ

ーの表象を検証する」“Who is Ema?: Examining Representations of 

Race and Gender through Virtual Bodies Generated by AI” 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

ラウリー・華子（学際情報学府修士課程 / 

B’AIグローバル・フォーラム院生メンバー） 

13  
2022年11月14日（月） 

Zoom 

第5回Ed-AI教育実践WG（WG2） 「デジタル人材の育成」 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

鹿野利春(京都精華大学メディア表現学部教授、（一社）デジタ

ル人材共創連盟理事長) 



 

55 

Ⅰ．現状と課題 

14  
2022年11月16日（水） 

Zoomミーティング 

2022年度第7回BAIRAL研究会 

「メタバースの可能性と課題―メタバース工学部開講を機に」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

稲見昌彦（先端科学技術研究センター教授／学際情報学府担当教

員） 

15  
2022年12月16日（金） 

Zoomミーティング 

2022年度第8回BAIRAL研究会 

「デジタル人文学とAI：固有性・共通性・偏りと向き合う」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

大向一輝（人文社会系研究科准教授） 

16  
2023年1月23日（月） 

Zoom 

第六回Ed-AI教育データWG（WG3） 

「特別支援学校におけるEdTechとその課題」 

主催：エドテック連携研究機構Ed-AI研究会 

 

越塚登（情報学環教授） 

内田智也（筑波大学附属視覚特別支援学校高等部教諭） 

17  
2023年2月3日（金） 

Zoomミーティング 

2022年度第9回BAIRAL研究会 

「行為者性の共創――ソーシャルロボットの倫理的な設計の実践

に向けて」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

水上拓哉（理化学研究所革新知能統合研究センター特別研究員／

情報学環客員研究員） 

18  
2023年3月2日（木） 

Zoom 

第6回Ed-AI教育実践WG（WG2） 

「チャットボットの教育・学習活動への活用」主催：エドテック

連携研究機構Ed-

AI研究会反田任（同志社中学校・高等学校教諭） 

19  
2023年3月3日（金） 

Zoomミーティング 

2022年度第10回BAIRAL研究会 

－「SFプロトタイピングの話かそうではない話」 

主催：東京大学Beyond AI研究推進機構B'AI Global Forum 

 

水上拓哉（理化学研究所 革新知能統合研究センター 

特別研究員、情報学環客員研究員） 
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【プロジェクト関連】   

      

1  

2022年4月14日、21日 

 駒場キャンパス  

KOMCEE West K402 

「ゲームデザイン論2022」 

主催：東京大学情報学環中山未来ファクトリー 

 

岡本吉起（公益財団法人日本ゲーム文化振興財団代表理事） 

2  

2022年4月28日、5月12日 

 駒場キャンパス  

KOMCEE West K402 

「ゲームデザイン論2022」 

主催：東京大学情報学環中山未来ファクトリー 

 

松田白朗（グーグル株式会社） 

3  

2022年5月19日、26日 

 駒場キャンパス  

KOMCEE West K402 

「ゲームデザイン論2022」 

主催：東京大学情報学環中山未来ファクトリー 

 

安原広和（Unity Technologies 

Japan合同会社、東京工科大学メディア学部特任准教授） 

4  

2022年6月9日、16日、23

日、30日、7月7日、14日 

 駒場キャンパス  

KOMCEE West K402 

「ゲームデザイン論2022（ 企画実践）」 

主催：東京大学情報学環中山未来ファクトリー 

 

岡田茂（株式会社オカキチ代表取締役） 

5  
2022年10月16日（日） 

研究室／オンライン 

第一回SFプロトタイピングWS 

主催：講談社・メディアドゥ新しい本寄付講座 

 

ゲスト講師：学内外の教員、研究者、作家等 

参加者：寄付講座構成員、学際情報学府学生等 

6  
2022年11月上旬 

研究室／オンライン 

第二回SFプロトタイピングWS 

主催：講談社・メディアドゥ新しい本寄付講座 

 

ゲスト講師：学内外の教員、研究者、作家等 

参加者：寄付講座構成員、学際情報学府学生等 

7  
2022年12月上旬 

研究室／オンライン 

第三回SFプロトタイピングWS 

主催：講談社・メディアドゥ新しい本寄付講座 

 

ゲスト講師：学内外の教員、研究者、作家等 

参加者：寄付講座構成員、学際情報学府学生等 
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8  

2022年12月2日（金） 

ダイワユビキタス 

学術研究館3Fシアター 

VR・AR特別講義 「Cueing Action in Augmented Reality and Virtual 

Reality」 

主催：ヒューマンオーグメンテーション社会連携講座 

 

Steven Feiner（Professor, Department of Computer Science, Columbia 

University） 

9  

2023年2月10日～22日 

情報学環オープンスタジオ 

中山未来ファクトリー 

「あそびの未来ファクトリー2022」 

主催：東京大学情報学環オープンスタジオ／中山未来ファクトリ

ー 

 

参加対象者：本学在学生 

 

4.6 出版活動 

 2004 年の社会情報研究所との統合後は、社会情報研究所で出されていた定期刊行物と情報学環・学

際情報学府の定期刊行物を統合し、新たな出版体制を整備しつつある。その中心となるのは、以下の 4

つの刊行物である。 

 

(1) 研究紀要『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究』（年 2 回刊） 

(2) 調査実験紀要『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究・調査研究編』（年 1 回刊） 

(3) 年報『東京大学大学院情報学環・学際情報学府年報』（年 1 回刊） 

(4) ニューズレター 

 

これらはいずれも、情報学環にとって基幹的な出版活動であり、相互に役割を分担しながら有機的

に結びついている。 

なお、研究紀要『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究』は 85 号、調査実験紀要『東京大学大

学院情報学環紀要 情報学研究・調査研究編』は 30 号から冊子体の刊行を中止し、電子版のみの刊行

に移行した。 

 

表 4-6-1 紀要の発行状況 

東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究 

99号 2020年10月 

100号 2021年3月 

101号 2021年10月 

102号 2022年3月 

103号 2022年10月 
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104号 2023年3月 

東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究・調査研究編 

37号 2021年3月 

38号 2022年3月 

39号 2023年3月 

 

4.6.1 『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究』 

 『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究』は、2004 年の情報学環と社会情報研究所との統合に

より、旧社会情報研究所の『社会情報研究所紀要』を改称したものである。 

 同紀要は、1952 年に『新聞研究所紀要』として創刊されて以来、新聞学、世論研究、マス・コミュ

ニケーション論、ジャーナリズム、メディア史、マス・メディアの制度と受容、社会的コミュニケー

ションの諸過程、災害や地域情報化などの政策課題、高度情報化や新しいメディア接触と情報行動な

どを理論的、実証的に扱う多くの論考を掲載し、半世紀以上にわたって国内外の専門研究者や学生に

多くの影響を及ぼしてきた。 

 社会情報研究所と情報学環との統合に際し、このような歴史と定評のある研究誌としての紀要の学

問的な伝統と蓄積を、情報学環での教育研究基盤のうえでさらに発展させたいと考えた。このような

視点から、『情報学環紀要 情報学研究』を、これまでの伝統を維持しつつも、理工学系において発展

してきた情報学の基礎理論や応用分野の研究と融合した新しい研究成果が共に公刊されていく場とし

て位置づけた。 

 そのために、本紀要は、巻頭エッセイの「思考の環」、巻末の「フィールド・レビュー」をはじ

め、情報学環教員の研究論文や学際情報学府博士課程院生の査読論文（博士課程在籍者の投稿論文

は、外部査読者を含む複数の審査員による審査の上、掲載を許可している）などさまざまなセクショ

ンから複層的に構成されている。大学院情報学環において育まれる研究の創造的成果の主要な発表媒

体として、また新たな学問的視座や調査研究の発表の場として、本紀要は内外から高い評価を得てい

る。 

 2022 年 10 月に刊行された No.103 には、思考の環「「聴診器」としてのテレビ」、査読研究論文

「インターネット上での日系アメリカ人収容の集合的記憶－日系人収容所「巡礼」のオンライン化を

事例に」、「令和時代の CM を研究すること－CM アーカイブの現状と課題を中心に」、フィールド

レビュー「五感で読み解く資本主義—感覚史研究の可能性」が掲載されており、2023 年 3 月に刊行さ

れた No.104 には、思考の環「情報と人間：発達科学的視座」、教員研究論文「NFT マーケティング

研究のシステマティック・レビュー」、査読研究論文「国鉄時代の周遊券が作り出した複数の移動性

に関する考察」、フィールドレビュー「社会と人を動かす「ゲーム」研究分野の変遷」が掲載されて

いる。 

 

 

4.6.2 『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究・調査研究編』 
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『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究・調査研究編』は、1992 年から刊行されてきた『社会

情報研究所調査研究紀要』を継承するものである。 

『社会情報研究所調査研究紀要』は、同研究所におけるさまざまな社会調査、情報行動や災害情

報、インターネットなどに関わる多くの調査の成果が発表されていく主要な媒体であった。これらの

社会調査は、関係する研究者や学会、自治体などで高く評価されているものが多く、そのデータ的な

価値が高く評価されていた。 

このような社会情報研究所時代の伝統を生かしつつ、情報学環と社会情報研究所との統合後は、こ

れまで主要な柱をなしてきた情報行動や災害行動の調査の成果に加え、情報工学や情報科学との融合

分野での実験の成果、文理相互浸透分野でのフィールドワーク、情報教育分野での実験、デジタル・

アーカイブに関する諸実践、デザイン表現論などの調査や実験、実践の成果が多分野にわたって発表

される媒体となっている。 

2023 年 3 月に刊行された No.39 には、「ドイツの出生前検査における情報提供の課題―NIPT

（Non Invasive Prenatal genetic Testing）の保険適用をめぐるアクティビストの語りから―」、「首

都直下地震と都民の意識―2022 年東京都民調査から―」、「富士山大規模噴火と都民の意識－2022 年

東京都民調査から－」、「首都圏大規模水害と都民の意識―2022 年東京都民調査から―」、「東京電

力福島第一原子力発電所事故にともなう長期避難の実態―2021 年第３回双葉郡住民実態調査―」、査

読研究論文「若手研究者のキャリア形成における非常勤講師職の役割」が掲載されている。 

 

 

 

4.7 定期刊行物・ウェブサイト 
4.7.1 定期刊行物 

情報学環・学際情報学府では、日々の活動を学内外の方々に広く知ってもらうため、ニューズレター

を発行している。ニューズレターは、情報学環教職員や学生だけでなく、学内他部局や本部役員をはじ

め、学環にゆかりのある学外教員、そのほか広報用として入試説明会、ホームカミングデイ、学環来訪

者などに随時配布している。内容は、教員へのインタビュー、研究室の活動報告、イベント予定、研究

成果、受賞報告、展示会、各教員の書籍刊行情報など。2002 年冬号から始まり、2020 年度末までに通

算 56 回発行した。2016 年度発行の第 48 号からは、デザインや編集体制を大幅にリニューアルし、タ

イトルも『学環学府』から『GAKKAN』に改めた。デザイン性を高めた紙面は、情報学環・学際情報学

府の特徴をよく表現しており、各方面から好評を得ている。年度内 2 回（Spring 版 & Autumn 版）発

行し、現在は Autumn 版を拡充し、その年度の情報学環・学際情報学府全体を紹介する内容としてい

る。 

 

4.7.2 ウェブサイト 

情報学環・学際情報学府は、これまでも教育・研究活動を広く国内外に周知すべく、ウェブサイトを

開設し情報発信を行ってきた。これによって、「学環」「学府」という有機的で複雑な組織の活動の全貌



 

60 

Ⅰ．現状と課題 

や相互の関係が、学環・学府の活動に関心をもつ一般の人や将来の学府受験生など、学環・学府の外部

の人にも明快に把握できるようにしている。また、ウェブサイトはコンピュータのみならずスマートフ

ォンやタブレットからでも閲覧可能である。 

2016 年度からは、インターネットによる広報活動を一層強化するために、ウェブサイトのデザイン

を大幅にリニューアルし、編集部体制も新たに組織した。これにより、記事の更新を迅速かつ定期的に

行い、より充実した情報発信が可能となった。トップページにある「最近の研究・活動」欄では、学環・

学府の教職員・学生が行っている活発な研究・教育活動を、魅力あふれる読み物として記事化し、随時

掲載している。同じくトップページにある「ニュース」欄では最新の公募情報や入試情報を、「イベント」

欄では学環の特徴でもある多彩なシンポジウム・公開研究会・ワークショップなどの開催案内を、一目

でわかるように掲載している。また、グローバルナビゲーションでは、「学環・学府とは」「施設」「教育」

「研究」「教員」「入試情報」など、学環・学府で行われている研究・教育の基本情報をはじめとした各

情報に容易にアクセスできるようになっている。さらに、大部分の情報や記事を日本語・英語併記で掲

載しており、国際発信にも力を入れている。 

2020 年度には，コロナ対応のメニューをトップページに掲載し，速報性・利便性を向上させた。教員

が手軽に広報を行えるよう，企画広報委員会向けに情報を登録するウェブフォームを設置するなどの改

良を行なった。 

2021 年度より TLS 対応・レンタルサーバへの移行を実施し、その後、安定した運用を実現している。

2022 年度には入試関連のウェブページを再デザインし、受験生向け情報のアクセスビリティを向上さ

せた。 

 

 

4.8 国際交流 

国際交流事業は、個人研究者のレベル、研究室のレベル、部局のレベル、本部のレベルなど、さま

ざまなレベルで活発におこなわれている。 

大学院情報学環・学際情報学府全体で行うイベントとしては、教員および学生たちが参加する定例の

「日韓台シンポジウム」が挙げられよう。 

 このシンポジウムは、1996 年（当時は社会情報研究所）以来、情報学環・学際情報学府の公式な国

際交流行事として情報学環・学際情報学府とソウル大学校社会科学大学言論情報学科とで会場を交代

しながら、行われてきたものである。2017 年からは台湾・国立政治大学も加わり、「日韓台」3 大学

間の交流行事として継続的に開催されている。 

2019 年度は、「News, Information and Media in the Post-Truth Era」と題したシンポを、2019

年 11 月 22 日〜23 日にソウル大学で開催した。3 大学の教員と学生を合わせて 38 名が参加した。東

京大学からは教員 4 名、R A1 名、学生 6 名が参加したが、大学院生の発表については、授業

International Conference Presentation（A1 ターム、担当：林香里教授、デイビッド・ビュースト特

任専門員）と連携し、準備した内容が発表された。教員だけでなく学生からも積極的な質問が出て、

分野を超えて活発に議論する様子が見られた。23 日はソウル大が企画したエクスカーションに参加
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し、テレビ・ラジオ放送やデジタルコンテンツを扱う Bitmaru Broadcasting Support Center を訪問

した。現地では実際のスタジオや専門機器を使い、短いテレビニュース番組を作り上げるワークショ

ップが行われた。学生たちが 1 回目は指導を受けながら、2 回目は自分たちだけで番組を制作するなか

で交流を深めた。 

このほか、情報学環・学際情報学府では、教員および学生によって多彩な国際イベントが開催され

ており、教育・研究現場のグローバル化はいっそう進行している。 

 

  



 

 

Ⅱ．資料 

1 沿革 
（旧社会情報研究所） 

1929 年 東京帝国大学文学部新聞研究室 

1949 年 東京大学新聞研究所 

1992 年 東京大学社会情報研究所に改組 

東京大学大学院情報学環・学際情報学府と組織統合 

 

（大学院情報学環） 

2000 年 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 

2004 年 東京大学社会情報研究所と組織統合 

     文化・人間情報学コース、社会情報学コース、学際理数情報学コース設置 

     社会情報研究資料センター設置 

2006 年 総合分析情報学コース設置 

2008 年 アジア情報社会コース設置 

     総合防災情報研究センター設置 

2009 年 学際理数情報学コースが先端表現情報学コースへ変更 

     ユビキタス情報社会基盤研究センター設置 

2010 年 現代韓国研究センター設置 

2017 年 生物統計情報学コース設置 

 

 

2 学環の教員（定員） 
 

年度 

教授 准教授 講師 助教    計 

合計  
事務部

職員 基幹 流動 基幹 流動 基幹 流動 基幹 流動 基幹 流動 

2018 20 10 9 12 0 0 0 2 29 24 53 13 

2019 20 9 10 12 0 0 0 2 30 23 53 13 

2020 21 12 9 10 0 0 0 2 30 24 54 13 

2021 21 13 10 8 0 0 0 2 31 23 54 16 

2022 24 12 12 5 0 0 0 2 36 19 55 17 

 
 



 

63 

Ⅰ．現状と課題 

              

 

 

 

客員教員の状況 

年度 職名 氏名 担当授業等 本務先 

平成 24 

客員教授 片田 敏孝 災害情報論 群馬大学 

客員教授 水島 久光 社会情報学研究法Ⅰ 東海大学 

客員教授 
Paterson Robert 

Dunsmore 

Information, Technology, and 

Society in Asia801 
国際基督教大学 

客員准教授 飯野 浩一 文化・人間情報学特論Ⅳ 凸版印刷総合研究所 

客員准教授 田中 圭介 総合分析情報学基礎Ⅳ 東京工業大学 

客員准教授 宇陀 則彦 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾋｭｰﾏﾆﾃｨｰｽﾞ基礎論 筑波大学 

客員准教授 大向 一輝 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾋｭｰﾏﾆﾃｨｰｽﾞ基礎論 国立情報学研究所 

平成 25 客員教授 片田 敏孝 災害情報論Ⅱ 群馬大学 

平成 26 

客員教授 片田 敏孝 災害情報論Ⅱ 群馬大学 

客員准教授 大向 一輝 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾋｭｰﾏﾆﾃｨｰｽﾞ基礎論 国立情報額研究所 

客員准教授 宇田 則彦 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾋｭｰﾏﾆﾃｨｰｽﾞ基礎論 筑波大学 

客員准教授 田中 圭介 総合分析情学基礎Ⅳ 東京工業大学 

平成 27 

客員教授 片田 敏孝 災害情報論Ⅱ 群馬大学 

客員教授 谷脇 康彦 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 内閣府 

客員教授 関口 和一 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 日本経済新聞社 



 

 

客員教授 松田 学 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 大樹総研 

客員教授 森 まゆみ 調査・研究 明治学院大学 

客員教授 宮廻 正明 調査・研究 東京藝術大学 

客員准教授 大向 一輝 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾋｭｰﾏﾆﾃｨｰｽﾞ基礎論 国立情報学研究所 

客員准教授 田中 圭介 総合分析情学基礎Ⅳ 東京工業大学 

客員准教授 高木 聡一郎 調査・研究 国際大学 

平成 28 

客員教授 谷脇 康彦 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 内閣府 

客員教授 関口 和一 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 日本経済新聞社 

客員教授 松田 学 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 大樹総研 

客員教授 森 まゆみ 調査・研究 明治学院大学 

客員教授 宇野 斉 調査・研究 法政大学 

客員教授 吉越 健治 
IoT 及び Ubiquitous 

Computing に関する研究 
アーカンソー大学 

客員教授 宗岡 徹 セキュリティ対策の研究等 関西大学 

客員教授 小山 良太 CIDIR における教育･研究 福島大学 

客員教授 高松 正人 CIDIR における教育･研究 JTB 総合研究所 

客員准教授 青木 輝勝 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 東北大学 

客員准教授 阿部 博史 CIDIR における教育･研究 日本放送協会 

客員准教授 生貝 直人 
デジタルアーカイブの法政策に

関わる研究 
情報通信総合研究所 

客員准教授 丹羽 史紀 CIDIR における教育･研究 福島大学 

平成 29 

客員教授 谷脇 康彦 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 総務省 

客員教授 関口 和一 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 日本経済新聞社 

客員教授 松田 学 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 大樹総研 

客員教授 森 まゆみ 調査・研究 明治学院大学 

客員教授 宗岡 徹 セキュリティ対策の研究等 関西大学 

客員教授 小山 良太 CIDIR における教育･研究 福島大学 

客員教授 高松 正人 CIDIR における教育･研究 JTB 総合研究所 

客員教授 松尾 一郎 CIDIR における教育･研究 環境防災総合政策研究機構 

客員准教授 青木 輝勝 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 東北大学 

客員准教授 阿部 博史 CIDIR における教育･研究 日本放送協会 
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客員准教授 生貝 直人 
デジタルアーカイブの法政策に

関わる研究 
情報通信総合研究所 

客員准教授 石黒 祥生 ソニー寄付講座 名古屋大学 

客員准教授 田中 東子 メディアとダイバーシティ研究 大妻女子大学 

平成 30 

客員教授 谷脇 康彦 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 総務省 

客員教授 関口 和一 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 日本経済新聞社 

客員教授 松田 学 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 大樹総研 

客員教授 森 まゆみ 調査・研究 明治学院大学 

客員教授 宗岡 徹 セキュリティ対策の研究等 関西大学 

客員教授 小山 良太 CIDIR における教育･研究 福島大学 

客員教授 高松 正人 CIDIR における教育･研究 JTB 総合研究所 

客員教授 松尾 一郎 CIDIR における教育･研究 環境防災総合政策研究機構 

客員准教授 青木 輝勝 ｾｷｭｱ情報化社会研究寄付講座 東北大学 

客員准教授 阿部 博史 CIDIR における教育･研究 日本放送協会 

客員准教授 丹波 史紀 CIDIR における教育･研究 立命館大学 

客員准教授 生貝 直人 
デジタルアーカイブの法政策に

関わる研究 
情報通信総合研究所 

客員准教授 石黒 祥生 ソニー寄付講座 名古屋大学 

客員准教授 田中 東子 メディアとダイバーシティ研究 大妻女子大学 

平成 31 

客員教授 宗岡 徹 

サイバー空間及びそのセキュリ

ティ開発対策の社会・経済等へ

影響および対策に関する研究 

関西大学 

客員教授 小山 良太 CIDIR における教育･研究 福島大学 

客員教授 高松 正人 CIDIR における教育･研究 JTB 総合研究所 

客員教授 松尾 一郎 CIDIR における教育･研究 環境防災総合政策研究機構 

客員教授 堀 里子 
治験コーディネータに関する共

同研究 
慶應義塾大学 

客員教授 鈴木 高宏 
電気自動車に関する教育研究プ

ログラム開発の研究 
東北大学 

客員教授 辻村 清行 
多地点ブレンド型学習プログラ

ム開発の研究 
（株）CarpeDiem 

客員教授 田中 東子 メディアとダイバーシティ研究 大妻女子大学 



 

 

客員准教授 阿部 博史 CIDIR における教育･研究 日本放送協会 

客員准教授 丹波 史紀 CIDIR における教育･研究 立命館大学 

客員准教授 生貝 直人 

学術電子コンテンツの教育活用

と権利処理システムに関する研

究 

東洋大学 

客員准教授 石黒 祥生 ソニー寄付講座 名古屋大学 

 

令和 2 

客員教授 小山 良太 CIDIR における教育･研究 福島大学 

客員教授 高松 正人 CIDIR における教育･研究 JTB 総合研究所 

客員教授 松尾 一郎 CIDIR における教育･研究 環境防災総合政策研究機構 

客員教授 鈴木 高宏 
電気自動車に関する教育研究プ

ログラム開発の研究 
東北大学 

客員教授 辻村 清行 
多地点ブレンド型学習プログラ

ム開発の研究 
（株）CarpeDiem 

客員教授 
RALPH, 

LAURENCE 
大学間共同研究プロジェクト プリンストン大学 

客員教授 
AISHA, 

MAHINA 
大学間共同研究プロジェクト プリンストン大学 

客員教授 中野 史郎 
自動車の自動運転の社会受容性

評価 
（株）ジェイテクト 

客員教授 丹波 史紀 CIDIR における教育･研究 立命館大学 

客員准教授 生貝 直人 

学術電子コンテンツの教育活用

と権利処理システムに関する研

究 

東洋大学 

客員准教授 石黒 祥生 人間拡張技術にかかる教育研究 名古屋大学 

客員准教授 森本 涼 大学間共同研究プロジェクト プリンストン大学 

客員准教授 
BROWN, 

MARSHALL 
大学間共同研究プロジェクト プリンストン大学 

令和 3 

客員教授 小山 良太 CIDIRにおける教育･研究 福島大学 

客員教授 高松 正人 CIDIRにおける教育･研究 観光レジリエンス研究所 
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客員教授 松尾 一郎 CIDIRにおける教育･研究 環境防災総合政策研究機構 

客員教授 鈴木 高宏 
電気自動車に関する教育研究プ

ログラム開発 
東北大学 

客員教授 辻村 清行 
多地点ブレンド型学習プログラ

ム開発 
（株）CarpeDiem 

客員教授 中野 史郎 
自動車の自動運転の社会受容性

評価 
 

客員教授 丹波 史紀 CIDIRにおける教育･研究 立命館大学 

客員教授 
Christoph 

LUETGE 

Big 

data解析、自動運転技術の倫理

基準、AI倫理などの基礎的問題

と関連する学生指導、プロジェ

クト推進 

Munich Technical University 

客員教授 田中 東子 

メディアとダイバーシティの研

究における専門家としての研究

活動 

大妻女子大学 

客員教授 西村 陽一 

メディアとジャーナリズムに関

わる諸研究プロジェクトへの助

言と協力 

 

客員教授 福田 雅樹 
人工知能の社会原則に関する共

同研究 
大阪大学 

客員教授 松原 正樹 

東アジア術数学プロジェクト脳

認知身体運動マインドフルネス

評価並びに成果発信 

Brown University 

客員教授 水野 一男 
経済活性化政策および技術に関

するMaaSをテーマとした研究 

空港に於けるRFID技術普及

促進連絡会 

客員准教授 生貝 直人 

学術電子コンテンツの教育活用

と権利処理システムに関する研

究 

東洋大学 

客員准教授 石黒 祥生 人間拡張技術にかかる教育研究 名古屋大学 



 

 

客員准教授 川上 玲 

深層学習、画像認識、異常検知

に関するアルゴリズムの研究や

開発 

東京工業大学 

客員准教授 鈴木 智之 
株式会社マイナビとの共同研究

への参画 
松本大学 

客員准教授 福島 幸宏 

新たなデジタルコンテンツ・デ

ジタルアーカイブの構築と活用

に関する専門的助言、研究プロ

ジェクト等への参与 

慶應義塾大学 

客員准教授 福元 徳広 情報通信技術に係る研究開発 KDDI総合研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 

客員教授 緒方 靖弘 産学連携推進の観点からの新

しいデジタル構成物の開発・

デジタルアーカイブ基盤整備 

寺田倉庫株式会社 

客員教授 貴志 俊彦 本学・京都大学・毎日新聞社

との共同研究「戦中特派員撮

影写真を用いたデジタルアー

カイブ開発に関する研究」に

おける資料調査・歴史考証お

よびアドバイス 

京都大学 

客員教授 藤末 健三 AI倫理、ならびに高度自律シ

ステム、自動運転システムな

どの法整備以前の倫理項目の

検討と制度設計のための基礎

研究。暗号資産、電子経済の

理論的研究ならびに経済倫理

の研究に対しての助言、支援

等。 

東京理科大学 

客員教授 水越 伸 Beyond AI研究推進機構B'AI 

Global 

Forumにおける研究・教育活

動 

関西大学 

客員教授 小山 良太 CIDIRにおける教育･研究 福島大学 
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客員教授 高松 正人 CIDIRにおける教育･研究 観光レジリエンス研究所 

客員教授 松尾 一郎 CIDIRにおける教育･研究 環境防災総合政策研究機構 

客員教授 鈴木 高宏 電気自動車に関する教育研究

プログラム開発 

東北大学 

客員教授 辻村 清行 多地点ブレンド型学習プログ

ラム開発 

（株）CarpeDiem 

客員教授 丹波 史紀 CIDIRにおける教育･研究 立命館大学 

客員教授 Christoph 

LUETGE 

AIとその倫理に関わるプロジ

ェクト群とりわけ術数学共生

倫理科研費研究ならびに東京

大学ゲノムAI生命倫理研究コ

アの世田谷区新型コロナウイ

ルス後遺症解析プロジェクト

におけるデータ解析 

ミュンヘン工科大学 

客員教授 西村 陽一 メディアとジャーナリズムに

関わる諸研究プロジェクトへ

の助言と協力 

 

客員教授 福田 雅樹 人工知能の社会原則に関する

共同研究 

大阪大学 

客員教授 松原 正樹 マインドフルネスとその倫理

に関わるプロジェクト群とり

わけ術数学共生倫理科研費研

究ならびに東京大学ゲノムAI

生命倫理研究コアの世田谷区

新型コロナウイルス後遺症解

析プロジェクトにおけるデー

タ解析 

コーネル大学 

客員准教授 地引 泰人 CIDIRにおける教育･研究  



 

 

客員准教授 福嶋 政期 行動や情動を誘発するVR技術

に関する研究に対しての助言

、支援等 

九州大学 

客員准教授 生貝 直人 法律論・政策論の観点からの

新しいデジタル構成物の開発

・デジタルアーカイブ基盤整

備 

一橋大学 

客員准教授 石黒 祥生 ヒューマンオーグメンテーシ

ョン学社会連携講座における

研究、教育、運営業務 

名古屋大学 

客員准教授 川上 玲 深層学習、画像認識、異常検

知に関するアルゴリズムの研

究や開発に対しての助言、支

援等 

東京工業大学 

客員准教授 鈴木 智之 株式会社マイナビとの共同研

究への参画 

名古屋大学 

客員准教授 福島 幸宏 図書館情報学及び歴史学の観

点からの新しいデジタル構成

物の開発・デジタルアーカイ

ブ基盤整備 

慶應義塾大学 

客員准教授 福元 徳広 情報通信技術に係る研究開発 KDDI総合研究所 
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3 学環・学府の学生数 

 
 2018 2019 2020 2021 2022 

学際情報学府 

修士 
247 250 250 263 251 

博士 151 149 153 172 181 

外国人研究生 27 25 23 11 14 

大学院研究生 2 3 3 5 2 

情報学環教育部 

研究生 
84 87 82 87 85 

計 511 514 511 538 533 

 

 

 

 

  



 

 

4 情報学環教育部 

 

研究生入学試験 

平成 30(2018)年度から令和 4(2022)年度入学志願者数・受験者数・合格者数・入学者数 

年度 

受入

予定

人員 

日本人／

外国人 

志願者 受験者 合格者 入学者 

本
学 

他
大
学 

計 
本
学 

他
大
学 

計 

本
学 

他
大
学 

計 

本
学 

他
大
学 

計 

平成 30 

(2018) 

  

約30 

  

日本人 23 31 54 23 31 54 19 12 31 18 12 30 

外国人 0 2 2 0 2 2 0 0 0 0 0 0 

計 23 33 56 23 33 56 19 12 31 18 12 30 

平成 31 

(2019) 

  

約30 

  

日本人 22 48 70 22 48 70 17 16 33 16 16 32 

外国人 0 3 3 0 3 3 0 0 0 0 0 0 

計 22 51 73 22 51 73 17 16 33 16 16 32 

令和 2 

(2020) 

  

約30 

  

日本人 23 34 57 23 34 57 21 8 29 21 8 29 

外国人 0 2 2 0 2 2 0 0 0 0 0 0 

計 23 36 59 23 36 59 21 8 29 21 8  29 

令和 3 

(2021) 
約 30 

日本人 20 44 64 20 44 64 17 19 36 16 19 35 

外国人 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 

計 20 45 65 20 45 65 17 19 36 16 19 35 

令和 4 

(2022) 
約 30 

日本人 22 28 50 22 28 50 15 12 27 15 11 26 

外国人 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 

計 25 28 53 25 28 53 18 12 30 18 11 29 
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5 土地・建物面積 
・建物（令和 4 年 3 月 31 日現在）   

建物名 建築年度 面積（延面積・㎡） 

情報学環本館 

S27 472  

S29 26  

S33 360  

S58 4,191  

計 5,049  

工学部２号館 *H18         *500  

   

福武ホール H19 **3,241  

駒場Ⅱ５６号館 *H23 *36 

ダイワユビキタス学術研究館 H26 2,710 

薬学部教育研究棟 *H29 *139 

   

医学部国際共同研究棟 *R 2 *26 

工学部１２号館 
*R 1 

*R 2 

*80 

*60 

 *使用開始年度･使用㎡数（借用部分であるため）  

 **福武ホールの面積については全学共用スペース分を除く 

 

 

6 学際情報学府入学定員と受入予定人員 
 

 
修士 博士 

入学定員 受入予定人員 入学定員 受入予定人員 

平成29(2017) 100 100 44 44 

平成30(2018) 100 100 44 44 

平成31(2019) 100 100 44 44 

令和2（2020） 100 100 44 44 

令和3（2021） 100 100 44 44 

令和4（2022） 100 100 44 44 

 

 



 

 

7 学際情報学府年度別入試データ詳細 

修士        

 2018 2019 2020 2021 2022 

志願者 350 405 385 431 429 

合格者 135 132 127 135 125 

入学者 127 106 116 115 111 

       

博士       

 2018 2019 2020 2021 2022 

志願者 60 63 75 76 76 

合格者 29 29 40 42 47 

入学者 27 27 36 37 43 

       

志願倍率（志願者／入学定員）    

 2018 2019 2020 2021 2022 

修士 3.50  4.05  3.85  4.31  4.29 

博士 1.36  1.43  1.70  1.73  1.73 

 

 

2022 年度修士入学試験詳細     

        

志願者   合格者   入学者  

本学 60  本学 36  本学 27 

他大学 369  他大学 89  他大学 84 

 429   125   111 

        

志願者   合格者   入学者  

日本人 215  日本人 86  日本人 76 

外国人 214  外国人 39  外国人 5 

 429   125   111 
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志願者   合格者   入学者  

男 256  男 64  男 52 

女 172  女 61  女 59 

Non-binary 1  Non-binary   Non-binary  

 429   125   111 

        

志願者   合格者   入学者  

一般学生 348  一般学生 108  一般学生 95 

社会人 81  社会人 17  社会人 16 

 429   125   111 

 

 

2022 年度博士入学試験詳細     

        

志願者   合格者   入学者  

本学府 33  本学府 28  本学府 25 

他大学院 43  他大学院 19  他大学院 18 

 76   47   43 

        

志願者   合格者   入学者  

日本人 45  日本人 31  日本人 28 

外国人 29  外国人 16  外国人 15 

 76   47   43 

        

志願者   合格者   入学者  

男 51  男 32  男 29 

女 25  女 15  女 14 

 76   47   43 

        

志願者   合格者   入学者  

一般学生 43  一般学生 29  一般学生 26 

社会人 33  社会人 18  社会人 17 

 76   47   43 



 

 

8 学環・学府修了者数の推移 

 

 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

学祭情報学府 

修士 
76 66 91 108 100 120 118 

博士 10 17 13 13 10 29 14 

情報学環教育部 

研究生 
12 18 16 9 12 15 18 

 

 
 

情報学環教育部研究生修了者数詳細 

年度 
修了者 

本学 他大学 計 
  

日本人 6 5 11 

平成27(2015)年度 外国人 0 0 0 
  

計 6 5 11 
  

日本人 8 4 12 

平成28(2016)年度 外国人 0 0 0 
  

計 8 4 12 
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日本人 6 12 18 

平成29(2017)年度 外国人 0 0 0 
  

計 6 12 18 
  

日本人 4 12 16 

平成30(2018)年度 外国人 0 0 0 
  

計 4 12 16 
  

日本人 5 4 9 

平成31(2019)年度 外国人 0 0 0 
  

計 5 4 9 
  

日本人 3 9 12 

令和2(2020)年度 外国人 0 0 0 
  

計 3 9 12 
  

日本人 2 13 15 

令和3(2021)年度 外国人 0 0 0 
  

計 2 13 15 
 

日本人 6 12 18 

令和4（2022）年度 外国人 0 0 0 
 

計 6 12 18 
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9 学生支援機構（旧日本育英会）奨学生数 
 第一種 第二種 合計 

 修士 博士 修士 博士 修士 博士 

2015 16 3 3 0 19 3 

2016 15 3 2 0 17 3 

2017 13 1 2 0 15 1 

2018 17 3 3 1 20 4 

2019 17 2 6 1 23 3 

2020 41 8 7 1 48 9 

2021 15 2 1 0 16 2 

2022 13 3 3 1 16 4 

 

 

 

10 日本学術振興会特別研究員採用者数 
 ＤＣ１ ＤＣ２ 合計 

2015 2 5 7 

2016 6 3 9 

2017 2 5 7 

2018 7 9 16 

2019 4 5 9 

2020 3 4 7 

2021 0 3 3 

2022 5 4 9 

19 17 15
20

23

48

16 16
3 3 1 4 3 9 2 4
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10

20

30

40

50

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
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修士

博士
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11 リサーチアシスタント数 

年度 RA 

2015 8 

2016 7 

2017 12 

2018 14 

2019 17 

2020 16 

2021 13 

2022 24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 就職状況 

区 分 
2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

博士課程進学 
学際情報

学府 
15  12  22  12 22 20 

  他研究科   3  5  2 3 6 

  他大学 1  1 3   3 4 1 

海外留学            

就職 53 61 63  70 81 85 

大学院研究生             

0 5 10 15 20 25 30

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021

2022

RA



 

 

帰国（外国人留学生）            

就職未定           

その他 9  13  16  12 14 8 

不明   3  0  1 2 3 

合計 78  93  109  100  126 123 

 

 

<就職先一覧> 

2017年度 2018年度 2019 年度 2020 年度 2021年度 2022年度 

アクセンチ

ュア(株) 
3 

meleap

（株） 
1 

Procter & 

Gamble 
1 

東京大学 

学術専門員 
1 

東京大学 

学術専門員 
1 

アリババ

【中国】 
1 

日本 IBM 3 Indeed.com 1 
(株)宝塚舞

台 
1 

Indeed 

Japan（株） 
1 （株）JDSC 1 FLUX 1 

(株)NTTデ

ータ 
2 BOXJIC 1 

(株)中央公

論新社 
1 

（株）

Freewill 
1 

Tata 

Cousultancy 

Services 

Japan 

1 Microsoft 1 

LINE(株) 2 

（株）

Septeni 

Holdings 

1 
GR 

Japan(株) 
1 

Tricycle 

（株） 
1 Bytedance 1 

Ministry of 

Foreign 

Affairs of 

Indonesia 

1 

ソフトバン

ク(株) 
2 

日本放送協

会 
2 

(株)井之上

パブリック

リレーショ

ンズ、 

1 

シミックホ

ールディン

グス（株） 

1 
（株）KPMG 

FAS 
1 

Ministry of 

Defence 

Singapore 

1 

(株）M３ 1 
総務省 事

務官 
1 

(株)電通マ

クロミルイ

ンサイト 

1 

（株）コナ

ミデジタル

エンタテイ

ンメント 

1 
日本生産性

本部 
1 

世界へボカ

ン 
1 

Google 1 
（株）中央

経済社 
1 

(株)TBS テ

レビ 
1 

（株）エク

スモーショ

ン 

1 

クリエイテ

ィブ出版関

連（社会人

学生） 

1 NTT研究所 1 
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JPモルガ

ン・アセッ

ト・マネジ

メント

（株） 

1 

Chery 

Jaguar 

Land Rover 

Automotive 

1 

(株)みずほ

フィナンシ

ャルグルー

プ 

1 

（株）リュ

ウズオフィ

ス 

1 

電通 PRコン

サルティン

グ（社会人

学生） 

1 （株）電通 1 

KAIST(Korea 

Advanced 

Institute 

of Science 

and 

Technology) 

1 

PｗCコンサ

ルティング

合同会社 

1 

(株)電通国

際情報サー

ビス 

1 

デロイト 

トーマツ 

コンサルテ

ィング合同

会社 

1 
NTT データ

経営研究所 
1 

博乐科技 

【中国】 
1 

KDDI(株) 1 

日本マーケ

ティング研

究所 リサ

ーチャーコ

ンサルタン

ト 

1 NHK 1 
シンプレク

ス（株） 
1 

楽天グルー

プ株式会社 
2 

KKCompany

【台湾】 
1 

NTTドコモ 1 

（株）コパ

イロット 

ナレッジマ

ネジメント 

1 Amazon 1 
チームラボ

（株） 
1 

外資系金融

機関 
1 

気象庁（社

会人学生） 
1 

Panasonic 1 

ソニー イ

ンタラクテ

ィブエンタ

テイメント 

1 音楽家 1 bilibili 1 松本大学 1 

（株）

Eukarya（社

会人学生） 

1 

PUMCH 1 

（株）博報

堂 DYデジ

タル 

1 LINE(株) 5 

野村アセッ

トマネジメ

ント（株） 

1 
サイボウズ

(株) 
1 

Blintn 

【韓国】 
1 

S&I(株) 1 

（株）ネオ

テクノロジ

ー 

1 
NSSLCサー

ビス(株) 
1 

（株）アニ

プレックス 
1 

(株)ネクス

トビート 
1 

コンパス教

育センター 
1 

Sony Global 

Education 
1 グリー 1 

(株)村田製

作所 
1 

独立行政法

人 情報処

理推進機構 

1 
ソフトバン

ク（株） 
1 

（株）ラン

ドネット 
1 



 

 

アマゾンウ

ェブサービ

スジャパン 

1 

デロイトト

ーマツコン

サルティン

グ 

1 自営業 1 

（株）ワー

クスアプリ

ケーション

ズ 

1 
（株）ミク

シィ 
1 

（株）コー

エーテクモ

ホールディ

ングス 

1 

(株)CLUE 1 

NTTコミュ

ニケーショ

ンズ 

3 （株）PARCO 1 

特定非営利

活動法人 

芸術資源開

発機構 

1 
（株）潤工

社 
1 

ネスレ日本

（株） 
1 

（株）

LIFULL 
1 

（株）マイ

ナビ 
1 

三井物産

（株） 
1 経済産業省 1 

会社名不明

（社会人学

生） 

3 
日本オラク

ル（株） 
1 

(株)インテ

ージ 
1 

（株）ニト

リ 
1 (株)講談社 1 

P&Gジャパ

ン合同会社 
2 テレビ東京 1 

東京大学 

一般職員 
1 

(株)エステ

ック 
1 

（株）

beBit 
1 (株)電通 2 

アクセンチ

ュア（株） 
1 (株)博報堂 1 

東京藝術大

学キュレー

ション教育

研究センタ

ー 

1 

(株)チェン

ジウェーブ 
1 

ロバートウ

ォルターズ

ジャパン 

1 
(株)NTT 

DADA 
1 

（株）日本

総合研究所 
1 任天堂(株) 1 NTT DATA IT 1 

（株）デン

ソー 
1 

（株）メル

カリ 
4 

キャノン

(株) 
1 

日本 IBM

（株） 
2 

(株)博報堂

ＤＹメディ

アパートナ

ーズ 

1 
一川文研

（株） 
1 

(株)電通 1 ヤフー(株) 2 ソニー(株) 3 

電気機器メ

ーカー（企

業名不明） 

1 
(株)ユニク

ロ 
1 

本田技研工

業（株） 
1 

(株)ネット

プロテクシ

ョンズ 

1 
カルビー

(株) 
1 

合同会社

DMM.com 
1 

大日本印刷

（株） 
1 

(株)スマイ

ルズ 
1 

パーソルキ

ャリア

（株） 

1 

(株)博報堂

DYメディア

パートナー

ズ 

1 文部科学省 1 
(株)NTT ド

コモ 
1 

（株）N 

sketch 
1 

アクセンチ

ュア(株) 
4 

（株）NHK

出版 
1 
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（株）ビジ

ュアルリサ

ーチ 

1 

レイヤーズ

コンサルテ

ィング 

1 (株)博報堂 1 楽天 1 
キオクシア

（株） 
2 

ソニー

（株） 
1 

(株)ミシマ

社 
1 

Nature 

Architects 

(株) 

1 
(株)日立製

作所 
1 

武蔵野美術

大学 
1 日本 IBM 1 

（株）サイ

バーエージ

ェント 

1 

（株）三越

伊勢丹シス

テム・ソリ

ューション

ズ 

1 

岡本健 デ

ザイン事務

所 

1 
パナソニッ

ク(株) 
1 ｃ（株） 1 

パーソルキ

ャリア(株) 
1 丸紅（株） 1 

（株）メル

カリ 
1 

(株)日立製

作所 
2 

(株)Freewil

l 
1 

Amazon Web 

Services 

Japan（株） 

1 
マスコミ関

係 
1 

（株）リン

クアンドモ

チベーショ

ン 

1 

（株）ワー

クスアプリ

ケーション

ズ 

1 
(株)LITALI

CO 
1 

(株)ティア

フォー 
1 

（株）Sony 

CSL 
1 

任天堂

（株） 
1 

中央大学附

属中学校・

高等学校 

1 

グリー

（株） 
1 

(株)テレビ

朝日 
1 

アーサーデ

ィリトルジ

ャパン(株) 

1 
（株）日立

製作所 
1 経済産業省 1 

（株）リク

ルート 
1 

ザイオソフ

ト(株) 
1 

パナソニッ

ク(株) 
1 森ビル(株) 1 

（株）TBS

テレビ 
1 

東京スポー

ツ新聞社 
1 IBM 2 

裁判所書記

官 山梨県 
1 (株)DeNA 1 

(株)リクル

ート 
1 

（株）デン

ソー 
1 

京都精華大

学（社会人

入学） 

1 

Huaneng 

Group Co.

【中国】 

1 

第一生命保

険（株） 
1 

スローガン

(株) 
1 

東日本旅客

鉄道(株) 
1 東京都庁 1 

（株）バン

ダイナムコ

エンターテ

インメント 

1 

ゴールドマ

ンサックス

証券（株） 

1 

トヨタ自動

車(株) 
1 

日産自動車

(株) 
1 ヤフー(株) 1 

（株）

eightis 
1 NHK 1 

Google 

Japan 
1 



 

 

トレンドマ

イクロ(株) 
1 

(株)NTTデ

ータ 
1 

アーティス

ホールディ

ング(株) 

1 
トヨタ自動

車（株） 
1 

Ｐ＆Ｇジャ

パン合同会

社 

1 J.P.Morgan 1 

任天堂(株) 1 
(株)日本政

策投資銀行 
1 

(株)コーエ

ーテクモホ

ールディン

グス 

1 
（株）ノメ

ナ 
1 

日本マイク

ロソフト

（株） 

1 

（株）電通

（社会人学

生） 

1 

みずほフィ

ナンシャル

グループ 

1 
野村総合研

究所 
1 (株)DeNA 1 

（株）リク

ルート 
2 

EY ストラテ

ジーアンド

コンサルテ

ィング 

1 

EYストラテ

ジーアンド

コンサルテ

ィング 

3 

モルガン・

スタンレ

ー・グルー

プ（株） 

1 楽天(株) 1 

Data 

Monster 

Inc. 

1 
（株）野村

総合研究所 
1 

マッキンゼ

ー＆カンパ

ニージャパ

ン 

1 

日本タタ・

コンサルタ

ンシー・サ

ービシズ

（株） 

2 

レキオスソ

フト(株) 
1 

国立国会図

書館 
1 

(株)PKSHA 

Technology 
1 

ソニーグル

ープ（株） 
5 TURING(株) 1 

ルネサスエ

レクトロニ

クス（株） 

1 

株式会社

TABI LABO 
1 Innoqua 1 

ヴイエムウ

ェア(株) 
1 

いすゞ自動

車（株） 
1 

フリーラン

ス 
1 

（株）日立

製作所 中央

研究所 

1 

三井物産

(株) 
1 

(株)シナス

タジア 
1 (株)10ANTZ 1 

北京京东方

传感技术有

限公司 

1 

ボストンコ

ンサルティ

ンググルー

プ 

1 
（株）いい

生活 
1 

赤坂文化社 1 
Amazon Web 

Services 
1 

(株)日立物

流 
1 

中国平安保

険 
1 

ソニーグル

ープ（株） 
1 

China 

Unicom 
1 

特定非営利

活動法人新

宿環境活動

ネット 

1 
三菱電機

(株) 
1 

Tata 

Consultancy 

Services 

1 
（株）NTT

ドコモ 
3 

野村総合研

究所 
1 

シスコシス

テムズ合同

会社 

1 

  LINE(株) 1 
日本

IBM(株) 
1 

NTTコミュ

ニケーショ

ン（株） 

1 
富士通

（株） 
1 

Open Reach 

Tech（株） 
1 
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面白法人カ

ヤック 
1 

有限責任監

査法人トー

マツ 

1 HUAWEI 1 
（株）NTT

ドコモ 
1 自営業 4 

  

Xiaomi 

Corporatio

n 

1 

新潟大学医

歯学総合病

院 

1 
SAPジャパ

ン（株） 
1 

チームラボ

（株） 
1 

有限責任監

査法人トー

マツ 

2 

  IBM Japan 1 

東邦大学医

学部研究補

助員 

1 
（株）DG 

TAKANO 
1 

Sansan

（株） 
1 博報堂 1 

  

MIZUHO 

Financial 

Group 

1 

九州大学病

院テクニカ

ルスタッフ 

1 
（株）キー

エンス 
1 

ルネサスエ

レクトロニ

クス（株） 

1 

Amazon Web 

Service 

Japan 

2 

    

国立研究開

発法人 国

立精神・神

経医療研究

センター 

流動研究員 

1 

（株）博報

堂 DY メディ

アパートナ

ーズ 

1 

セイコーエ

プソン

（株） 

1 
ヤフー

（株） 
1 

    
特許庁 特

許審査官 
1 

三菱商事

（株） 
1 

SMBC 日興証

券（株） 
1 

シティグル

ープ証券

（株） 

1 

    
東京大学 

特任研究員 
1 

スマートニ

ュース

（株） 

1 

国立研究開

発法人 宇

宙航空研究

開発機構 

1 会社名不明 3 

    
岡山大学病

院 助教 
1 

就職先名称

不明（中

国） 

1 
株式会社

QuantumCore 
1 

PwCアドバ

イザリー合

同会社 

1 

      

国立成育医

療研究セン

ター 

1 

アマゾン ウ

ェブ サービ

ス ジャパン

合同会社 

2 

デロイトト

ーマツサイ

バー合同会

社 

1 

      

国立精神・

神経医療研

究センター 

1 

 
（株）ZOZO 1 日本 IBM 2 



 

 

      
岡山大学病

院 
1 HUAWEI 1 NTTドコモ 2 

      
東京医科歯

科大学 
1 

監査法人ト

ーマツ 
2 Indeed 1 

      

国立国際医

療研究セン

ター 

1 

シティグル

ープ証券

(株) 

1 
（株）パス

コ 
1 

      

東京大学医

学部付属病

院 

1 
ラクスル

(株) 
1 

国際医療福

祉大学 
1 

      

新潟大学医

歯学総合病

院 

1 伊藤忠商事 1 

国立精神・

神経医療研

究センター 

1 

      

九州大学病

院 ARO次

世代医療セ

ンター テ

クニカルス

タッフ 

1 ヤフー(株) 1 
慶應義塾大

学 
1 

      
青山学院 

助教 
1 順天堂大学 1 

国立がん研

究センター

東病院 

1 

      

社会科学研

究所附属社

会調査・デ

ータアーカ

イブ研究セ

ンター 助

教 

1 

東京大学医

学部附属病

院 企画情

報運営部 

1 

国立がんセ

ンター中央

病院 

1 

      
早稲田大学 

助教 
1 

国立がん研

究センター 
1 花王（株） 1 

      

桃山学院大

学 社会学

部 准教授 

1 
慶應義塾大

学病院 
1 

（株）

Loftwork 
1 
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東京大学医

科学研究所 

助教 

1 
北里大学病

院 
1 

アクセンチ

ュア（株） 
6 

      
ネクソンコ

リア 
1 

京都府立医

科大学付属

病院 

1 
（株）大和

証券 
1 

      
東京医科大

学 教員 
1 (株)JDSC 1   

      
（株）社会

安全研究所 
1 

北海道大学

病院 
1   

      総務省 1 

公益財団法

人神戸医療

産業都市推

進機構 医療

イノベーシ

ョン推進セ

ンター 

1   

        

Guangdong 

Province, 

China 

1   

        

Mars & Co 

Consulting 

Japan 

1   

注）白抜き部分は「不明」を示す 

 

13 研究員（客員）等 

情報学環      

事項／年度 平成 30 平成 31 令和 2 令和 3 令和 4 

受託研究員 0 0 0 0 0 

中国政府派遣研究員 0 0 0 0 0 

外国人特別研究員 2 1 1 0 2 

国内研究員 1 0 0 0 0 

私学研修員 0 0 0 2 0 



 

 

客員研究員 79 67 78 76 79 

国際研究員等 5 0    

交流研究員 0 0    

交流研究者 5 8 3 2 4 

 

14 学会賞など受賞者リスト 
• 渡邉 英徳，ウクライナ衛星画像マップ，デジタルアーカイブ学会学会賞（実践賞） 

• 板津 

綿子，『「趣味に生きる」の文化論――シリアスレジャーから考える』，余暇ツーリ

ズム学会 著書表彰 

• HAUTASAARI ARI MARKK, EmoBalloon – Conveying Emotional Arousal in Text Chats 

with Speech Balloons, 2022 ACM SIGCHI Best Paper Award 

• 韓 燦教，情報処理学会インタラクション2023 インタラクティブ発表賞 

• 韓 

燦教，動画に重畳した不可視マーカの頑健な認識―デュアルカメラによる同時撮影，

第21回情報科学技術フォーラム（FIT2022） FIT奨励賞 

 

15 論文数 

年度 件数 文理融合 学環・学府内協力 

1999 年度以前 323 1 0 

2000 年度 645 48 14 

2001 年度 654 49 18 

2002 年度 916 98 53 

2003 年度 949 107 54 

2004 年度 904 122 83 

2005 年度 846 232 91 

2006 年度 982 149 24 

2007 年度 947 45 17 

2008 年度 1100 47 6 

2009 年度 1002 125 22 

2010 年度 1070 86 24 

2011 年度 1208 88 12 

2012 年度 1067 96 24 
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2013 年度 814 51 3 

2014 年度 700 124 7 

2015 年度 547 39 37 

2016 年度 414 34 22 

2017 年度 370 29 8 

2018 年度 598 141 25 

2019 年度 345 - 4 

2020 年度 301 - - 

2021 年度 168 - - 

2022 年度 236 - - 

注：２０１９年度からは、研究者情報管理システム入力データに基づく各年度の論文数

（著書・分担著書・雑誌・論文・国際会議論文・その他の論文講演発表） 

 

16 特許出願・公開数 

年度 出願件数 公開 

2001年度 8 2 

2002年度 5 5 

2003年度 5 4 

2004年度 1 2 

2005年度 1 3 

2006年度 2 1 

2007年度 3 1 

2008年度 4 2 

2009年度 10 5 

2010年度 17 6 

2011年度 6 8 

2012年度 5 16 

2013年度 6 6 

2014年度 0 0 

2015年度 2 3 

2016年度 0 1 

2017年度 1 0 

2018年度 2 2 



 

 

 

 

 

17 国際団体役員・委員数 
 学術的な団体の役員・委員*1 その他の団体役員・委員等*2 

2011年度 13 1 

2012年度 13 0 

2013年度 8 0 

2014年度 8 0 

2015年度 12 0 

2016年度 11 0 

2017年度 5 1 

2018年度 9 0 

2019年度 8 1 

2020年度 8 ２ 

2021年度 11 4 

2022年度 9 0 

*1 「学会・会議等役職」のうち「国際性有」かつ「学会役員委員」であるもの 

*2 「団体役員・委員」のうち国際的なもの 

 

18 政府関係委員会委員数 

 
2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

内閣官房 2 4 7 7 3 5 1 4 0 0 2 3 

内閣府 4 2 2 1 3 3 4 14 5 3 2 5 

総務省 25 26 27 12 7 13 5 13 3 1 3 3 

経済産業省 5 2 2 2 3 2 2 2 1 1 0 0 

文部科学省 8 2 13 12 19 15 10 20 1 0 0 0 

厚生労働省 3 0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 

2019年度 0 0 

2020年度 5 0 

2021年度 0 0 

2022年度 0 0 

合計 78 67 
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国土交通省 8 7 14 12 7 7 8 11 6 7 5 5 

農林水産省 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

環境省 1 1 0 0 1 1 1 2 0 0 0 0 

宮内庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

文化庁 0 0 0 0 1 2 3 1 0 0 0 0 

特許庁 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 

人事院 1 0 1 1 2 4 4 2 0 0 0 0 

日本学術会議 0 0 1 1 1 0 1 4 0 2 0 1 

デジタル庁 - - - - - - - - - - 2 2 

その他 5 0 8 8 10 9 10 23 4 15 0 1 

政府全体 62 44 76 57 59 62 49 97 20 29 14 20 

 

 

19 地方公共団体関係委員会委員数 

 
2011

年度 

2012

年度 

2013

年度 

2014

年度 

2015

年度 

2016

年度 

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

都道府県 4 6 10 7 3 9 5 16 6 6 5 6 

市区町村 4 6 2 4 4 4 11 7 5 5 5 8 

地方公共団体

関係全体 
8 12 12 11 7 13 16 23 11 11 10 14 

 

 

20 ジャーナル編集・会議運営 

 学会誌等編集査読*1 学術大会等運営*2 

件数 4 6 

うち国際的なもの 2 4 

注：国内外の学会活動（学術誌編集委員会議運営委員など） 注：2021 年度のみ 

*1 「学会・会議等役職」のうち「ジャーナル編集査読」であるもの 

*2 「学会・会議等役職」のうち「大会組織運営」であるもの 

 

 

21 定期刊行物一覧 
・『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究』 No.103（2022 年 10 月）No.104（2023

年 3 月） 

・『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究 調査研究編』No.39（2023 年 3 月） 



 

 

・ニューズレター『GAKKAN』No.52（2019 年 4 月）No.53（2019 年 10 月） 

 

 

22 留学生数の推移 
各年度 11 月 1 日現在 

年度 
修士 博士 

外国人 

研究生等 

学環教育部 

研究生 
合計 

総計 

国費 私費 国費 私費 国費 私費 私費 国費 私費 

2015 9 33 14 35 7 17 1 30 86 116 

2016 8 45 14 44 11 14 3 33 106 139 

2017 10 55 8 40 9 20 0 27 115 142 

2018 13 75 7 39 7 23 0 27 137 164 

2019 12 79 8 33 8 27 0 28 139 167 

2020 7 68 8 46 7 20 0 22 134 156 

2021 6 70 10 49 10 13 0 26 132 158 

2022 9 69 10 58 3 20 0 22 146 169 

 

 

 

23 留学生国籍別一覧（2022年 11 月 1日現在） 
国又は地域 国費 私費 計 

アジア 

  インド 1 1 2 

  ネパール  1 1 

 バングラデシュ 1  1 

 スリランカ 1  1 

 シンガポール  3 3 

 インドネシア  1 1 

  フィリピン 1 2 3 

 韓国 3 13 16 

  ベトナム  1 1 

  中国 3 104 107 

 台湾  10 10 

小計 10 136 146 

中近東 

  トルコ 1 1 2 
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小計 1 1 2 

アフリカ    

チュニジア 1  1 

小計   1  1 

オセアニア 

  ニュージーランド 1  1 

小計 1  1 

北米 

  カナダ 1  1 

 アメリカ合衆国 3 5 8 

小計 4 5 9 

中南米 

  メキシコ  1 1 

 ブラジル 1  1 

小計 1 1 2 

ヨーロッパ 

  ベルギー 1  1 

  フランス 1 2 3 

 スペイン 1 1 2 

  ロシア 1 1 2 

小計 4 4 8 

合計 22 147 169 
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